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は じ め に

本報告書は、財団法人 日本情報処理開発協会が財団法人 日本 自転車振興会の

補助金 を受けて実施 した平成19年 度情報化推進に関する調査研究等補助事業

「電子情報サービスに関する調査研究並びに普及促進」の一環 として取 りまと

め られたものです。

データベース を核 とした電子 情報サー ビスの発 展のため には、データベース

の整備は もとよ り、流通体 制の確 立な どを含 め、利用者 の立場 に立 った総 合的

な視点が肝要です。

本調査 は、 こう した点 に鑑 み、電子情報サー ビス利用 の現状及 び利用者の問

題意識 を明 らか に し、 さらにはデータベースサー ビス業 の動 向 を把握 す ること

によ り、わが国の電子 情報 サー ビス整備促進及び同産業 の振興 に資す ることを

目的 と した ものです。

本調査 は株式会社 日経 リサーチ に委託 して実施 し、 とりま とめた ものですが 、

広 く関係各位 の ご参考 になれ ば幸 いです。

最後 に、 アンケー トにご回答 いただ いた方 々をは じめ、本調 査 にご協力頂 い

た関係者 の皆様 に、心 よ り感謝の意 を表 します。

平成20年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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1.調 査 の 概 要

1.1調 査 の 名称

「企業を対象とした電子情報サービス利用の実態調査(ユ ーザー編)」

「企業を対象とした電子情報サー ビス利用の実態調査(ベ ンダー編)」

1.2調 査 目的

企業を対象とした電子情報サービス、主 にわが国のデー タベースサー ビスの利用の現状

を明 らかに し、電子情報サー ビスに対す るユーザーの問題意識を整理するとともに、デ

ータベースサー ビス業に関する動向 を把握することによ り、電子情報の整備 ・促進、電

子情報産業の振興施策な どに資する。

1.3調 査 期 間

2008年1月 ～2008年2月

1.4調 査 方法

郵送によるアンケー ト調査

1.5調 査 対 象

ユーザー編につ いては、一般企業、教育 ・研究機関、調査機関、公共サー ビス機関な

ど計5,779の 企業 ・機関を調査対象 とした。

他方、ベ ンダー編については、(財)デ ータベース振興センター(★1)発 行 「データベ

ース台帳総覧」(平 成17年10月 版)に 掲載されているベンダー企業および主要な情報

提供事業者、インターネ ッ トプロバイダーな どを基 に、新たにデータベースサー ビスを

開始 した企業を追加 した上で重複 を除く521社 に調査票を送付 した。

1.6回 答 企 業 数

ユ ーザ ー編 …678社(回 収 率11.7%)

ベ ンダー編 …96社(回 収率18.4%)

1.7調 査 内容

(1)ユ ーザー編

回答企業(機 関)の 概要、商用 ・無料データベースの利 用の有無 と今後の意向、

商用データベースの利用実績 ・見通 しとその理由、利用頻度が高 い商用デー タベー

ス、商用デー タベースの媒体別利用状況、利用 している商用データベースのデータ

(tl)(財)デ ータベース振興セ ンターは2006年3月 に解散 し、(財)日 本情報処理開発協会 データベース振興セ ンター として 、

事業を継続 している。
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タイプ、商用データベースの媒体別利用分野、オフィスでのデータベースサー ビス

利用者、利用料金 ・課金体 系、データベースの機能 ・操作性に関する感想、商用デ

ータベースの分野別利用頻度
、社 内デー タベースの構築 ・運用体制、 日本版SOX

法(※)の 影響、商用データベースの2次 利用な ど。

(2)ベ ンダー編

回答企業の概要、所属業種、サー ビス形態、収入源 と課金方法、データベースサ

ー ビスの売上高(総 売上高に対す る比率、伸び率の実績 と見通 し)、提供情報 の分野、

提供データのタイプ、情報の提供媒体 、コス ト構造、期待す るメディア、今後への

不安 ・懸念事項、 日本版SOX法 の影響、提供デー タベースの2次 利用な ど。

※ 通称 「日本版SOX法 」:内 部統制の確立とその証明を企業に求める 「財務報告に係る内部

統制の評価及び監査の基準案」。同内容は証券取引法から改名された金融商品取引法に盛

り込まれ、2006年6月 成立した。2008年(平 成20年)4月1日 以後に開始する事業年度

から適用。
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2.企 業 における電子情報サービスの利用状況(ユ ーザー編)

本章では、企業、公的機関などを対象とした 「企業を対象 とした電子情報サービス利用の実

態調査(ユ ーザー編)」(以 下、本調査)の 集計結果を基に、商用データベースサー ビスの利用

状況や感想、今後の利用意向などについて概説する。

2.1概 要

(財)日 本情報処理開発協会 データベース振興センターが2008年1月 に実施 した本調査

は、一般企業、教育 ・研究機関、調査機関、公共サービス機関な ど5,779社 を対象に実施され

た。調査方法は、郵送によるアンケー ト調査であり、最終的な回答件数は、678社(回 収率 ・

11.7%)で あった。

なお、以下で 「今回」と記す場合、それは2008年1月 に実施された調査(郵 送によるアン

ケー ト調査)を 指 し、その調査対象時期は直近の決算期(2006年 度)を 想定 している。同様に、

「前回」 とは2006年11月 ～2007年2月 に実施されたインターネッ トによる調査(同2005

年度)を 指す。

集計 ・分析にあたっては、企業規模および業種グループの分類基準 を次のように設定 してい

る。

① 従業員数による企業規模分類基準(表2-1)

② 業種グループの分類基準(表2-2)

また、回答のあった678社 のうち、商用データベース(tl)あ るいは無料データベース(・2)

の利用状況について回答があった672社 について集計 ・分析をしている。

(‡1)商 用 デ ー タベ ース とは 、 国産 ・海外 製 の別 な く有 料 のデ ー タベ ース を 指す 。

(*2)無 料デ ー タベ ース とは 、 具体 的 に は次 ぎ の よ うに も のを 指す 。

・無料 の会 員 制デ ー タ ベ ース サ ー ビス(会 員 登 録必 要)

・検 索 エ ンジ ン(Yahoo! 、Google、Infoseek、goo等)

・公 的機 関(行 政 、 団 体等)の ホー ム ペー ジ

・民 間企 業 が 提供 す る ホ ーム ペ ー ジ

・無料 配 布 され た オ フライ ン メデ ィ ア(CD-ROM 、DVD等 、但 し、有 料 の雑 誌 の 付録 は 含 まな い)
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表2-1従 業員数による企業規模の分類基準

業 種 中小企業 大企業 公共サービス

建 設 業,石 油 ・化 学 工 業,鉄 鋼 ・非

鉄 ・金 属製 品製 造 業,機 械 器 具 製

造 業,そ の他 製 造 業,そ の他(農 ・

林 ・水 産 業,鉱 業,そ の他)

300人 以 下 300人 より多 い

商 業 100人 以 下 100人 より多 い

金 融 ・保 険業,情 報 処 理 業,情 報

提 供 業,新 聞 ・出版 業 ボ放 送 ・通 信

業,不 動 産 業,運 輸 ・倉 庫,電 力 ・

ガス,そ の他 サ ー ビス業

50人以下 50人 より多 い

公共サービス

表2-2業 種グループの分類基準

業種グループ 含まれる業種(日本標準産業分類の業種分類)

第
2

次
産

業

1 建設業 建設業

2 石油 ・化 学工 業 医薬品製造業,石油業,化 学工業

3 鉄鋼・非鉄・金属製品製造業 鉄鋼業,非 鉄金属・金属製品製造業

4 機械器具製造業 電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

5 その他製造業 食 品工 業,繊 維 ・紙 ・パル プ業,ガ ラス・土石 製品,印 刷 業,そ の他製 造業

第
3

次
産

業

6 商業 卸売業,小 売業

7 金融・保険業 金融業,証 券業,保険業

8 情報処理業 情 報処 理サ ービス・ソフトウエア業

9 情報提供業 情報提供業

10 新聞・出版業 新聞業,出 版業

11 放送・通信業 放送業,通 信業

12 不動産業 不動産業

13 運輸 ・倉 庫,電 力 ・ガス 運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス

14 その他サービス業
飲 食業,宿 泊業,対 事 業所 サー ビス,シ ンクタンク,広 告,

その他 サー ビス業

15 公共サ ービス
学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調査・研究機関,
組合・諸団体,政 府・地方公共団体

16 その他 農 ・林 ・水産 業,鉱 業,そ の他
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従業 員数 による企 業 規模別 の構成 比は、大企業が38.0%、 中小企 業 が43.0%、 公共サ ー ビス

が19.0%と な ってい る。今 回 の調 査 で回答 件数の多 かった業種 は公 共サー ビス以外で業 種別 に

見 ると 「そ の他サー ビス業 」(12.2%)、 「商業」(11.8%)、 「建 設業」(10.6%)、 「そ の他 製造業」

(10.6%)と 続 いて いる(表2-3)。

表2-3回 答企業の概要

回答件数

商用データベー

ス、無料データベ
ースの どちらも

利用

商用データベー
スのみを利 用

無料デ一夕ベ]
スのみを利用

外部デー タベー
スは利用 してい 。

ない1

件数
構成比

(%)
件数

構成比

(%)
件数

構成比

(%)
件数

構成比

(%)
件数 構成比

(%}

別

中小企業 278 43.0 105 37.8 10 3.6 ll6 41.7 47 16.9

大企業 246 38.0 145 58.9 8 3.3 67 27.2 26 10.6

公共サー ビス 123 19.0 76 6L8 2 1.6 38 30.9 7 5.7

業
種
別

建設業 71 10.6 29 40.8 2 2.8 32 451 8 1L3

石油 ・化学工業 29 43 23 79.3 2 6.9 2 6.9 2 6.9

鉄鋼 ・非鉄 ・金属

製 品製造業
22 3.3 15 68.2 0 0.0 4 18.2 3 13.6

機械器具製造業 69 10.3 32 46.4 3 4.3 29 42.0 5 7.2

その他製造業 71 10.6 32 45.1 4 5.6 21 29.6 14 197

商業 79 11.8 36 45.6 3 3.8 25 3L6 15 19.0

金融 ・保険業 16 2.4 11 6&8 1 6.3 2 12.5 2 12.5

情報処理業 24 3.6 16 66.7 0 0.0 7 29.2 1 42

情報提供業 4 0.6 3 75.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0

新 聞 ・出版業 9 1.3 7 77.8 1 11.1 1 11.1 0 0.0

放 送 ・通信業 5 0.7 3 60.0 0 α0 2 40.0 0 α0

不動産業 8 1.2 4 50.0 0 0.0 4 5α0 0 0.0

運 輸 ・倉 庫 、 電

力 ・ガス
46 6.8 ll 23.9 1 2.2 19 41.3 15 32.6

そ の他 サービス業 82 12.2 39 47.6 2 2.4 30 36.6 11 13.4

公共サー ビス 123 1&3 76 61.8 2 L6 38 30.9 7 5.7

その他 14 2.1 2 14.3 1 7.1 8 57.1 3 21.4
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2.2商 用 デ ータ ベ ー ス の 利 用状 況

2.2.12006年 度の商用データベースの利用状況

2006年 度に商用データベースを利用していた企業は、全回答企業(672社 、無回答企業を

除く)の53.9%(362社)で ある。

うち商用データベース と無料データベースの両方を利用 していた企業の割合は50 .4%、商用

データベースのみを利用 していた企業は3.4%で ある。(表2-3)

2006年 度の商用データベースの利用実績(年 間利用金額)が 前年(2005年)度 と比べて増

加 したか減少したかにつ いては、ユーザー全体の73.5%が 「前年並み」 と回答 してお り、 「増

えた」 という回答は21.9%と なっている(図2-1)。

商用データベース利用の対前年度増減の理由については、「増えた」ことの理由としては、「パ

ソコン、端末機が増えて検索が容易になった」の回答率が43.2%で 最 も高く、次いで 「新しい

業務が始まり検索量が拡大 した」の39.2%、 「利用できる商用データベースサービスの契約数

を増や した」31,1%が 挙が っている(図2-2)。

データベースの利用が 「減った」 ことの理由では、「無料のホームページを多 く利用するよ

うになった」が43.8%と 最も多かった。次に 「利用している商用データベースサービスの契約

数を整理 した」が31.3%で1998年 以来高水準となって いる。また、「業務が縮小され利用が減

少した」は25.0%だ った(図2-3)。

利用 している商用データベースサー ビスの契約数の増減が、利用状況の増減の理由となって

いることが伺える。

全 体(N=343)

中小 企 業(N=105)

大企 業(N=147)

公 共 サ ー ビス(N=75)

第2次 産 業(N=130)

第3次 産 業(Nニ136)

O% 20X 40X 60% 80% 100%

■増 えた 翅前年並み 魯 減 った

図2-12006年 度商用データベース利用状況(対 前年比)
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パ ソコ ン、端 末機が 増 えて

検 索が容 易 にな った

新 しい業務が始 ま り、

検 索量が拡 大 した

利 用で きる商用デ ータ ベー ス

サー ビスの契約 を増や した

その他

0 20

■今回調査(N=74)

ロ前回調 査(N=27)

40 60{X}

図2-22006年 度の商用データベースの利用増加理由

無料 のホー ムペー ジ を

多 く利 用す るよ うにな った

利用 して いる商用 デー タベー ス

サー ビス契約数 を整理 した

業務が縮小され利用が減少した

その他

0 20

■今 回調 査(N=16)

40 60(X)

図2-32006年 度の商用データベース利用の減少理由
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2.2.22007年 度 の利用見通 し

2007年 度の商用 データベー スの利 用見 通 しにつ いて、対前年(2006年)度 比増減 で見込み

をみ ると、全体で 「増 える」「前年 並み」へ の 回答率 はそれぞ れ18.1%、76.7%で あ るのに対 し、

「減 る」 は5 .2%と な った(図2-4)。

商用デ ー タベ ース利 用見通 しの対 前年 度増 減理 由 につ いて見 る と、「増 え る」理 由と しては 、

「利用で き る商用 デー タベ ースサ ー ビス の契約 数 を増やす」 への 回答 率が38 .7%で 最 も高 く、

次 いで 「新 しい業 務が始 ま り、検索 量 が拡 大す る」 の33.9%、 「パ ソ コン、端末機 を増や し、

検索 が増加す る」 の29.0%の 順 で あった(図2-5)。

他方 、デ ータベース利 用が 「減 る」 理 由につ いて、回答率 が最 も高 いの は 「無料の ホームペ

ー ジを多 く利 用す る」 の50 .0%と な って い る(図2-6)。

全 体(N=343)

中 小 企 業(N=105)

大 企 業(N=147)

公 共 サ ー ビス(N=75)

第2次 産 業(N=130)

第3次 産 業(N=136)

0% 20% 40% 60X 80% 100%

■ 増 え る ⑦前年並み 討減 る

図2-42007年 度の商用データベース利用の見通し(対 前年度比)
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利 用で きる商用デ ー タベ ース

サー ビスの契約 を増やす

新 しい業務が 始 ま り、

検索 量が拡 大す る

パ ソコ ン、端 末機 を増や し、

検索 が増加 す る

その他

0 20

■今回調 査(N=62)

臼前回調 査(N=19)

40 60(驚)

図2-52007年 度の商用データベース利用の増加見通し理由

無料のホ ーム ページを

多く利用す る

業務が縮小する予定 なので、

利用が減る

利用して いる商用データベース

サービス契約数を整理す る

そ の他

0 02

2.2.2
■今 回調査(N=18)

0前 回調査(N=13)

40 60㈲

図2-62007年 度の商用データベース利用の減少見通 し理由
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2.2.3部 門別利 用状 況

商用デー タベースの利 用状 況 を部 門別 に見 ると、全 業種平均 で、利 用率が 高 い部門 は 「調査

部門」 の43.7%を 筆頭 に、 「営業部 門」 の43.4%、 「研 究部 門」 の31 .9%、 「経 理財務部 門」 の

28.6%の 順 であ る(表2-4)。

表2-4商 用データベースの部門別利用状況

酪
件数

企画
部門
{対

・ 」

'

調査
部門
傷)

研 究

部 門

{%)

特 許

部 門
{%}

シス
テム
開発
部門
偶)

生 産

部 門

{駕)

環境
部門
傷}

営業
部門
㈲

総務
部門
鋤

法務
部門
傷)

経 理

財 務

部 門

(竃1

り,

'そ の

他 の

部 門
.㈱

建設業 26 19.2 42.3 3.8 3.8 0.0 ll.5 3.8 73.1 38.5 38 50.0 23.1

石油 ・化学工業 21 14.3 47.6 8LO 5τ1 48 α0 4.8 47.6 9.5 48 23.8 00

鉄鋼 ・非鉄 ・金属

製品製造業
14 35.7 143 14.3 21.4 7.1 143 0.0 78.6 42.9 7.1 50.0 0.0

機械器具製造業 33 30.3 45.5 39.4 45.5 6.1 α0 3.0 33.3 30.3 9.1 36.4 12.1

その他製造業 33 21.2 45.5 30.3 333 0.0 9.1 6.1 63.6 18.2 12.1 33.3 6.1

商業 37 243 32.4 2.7 0.0 8.1 α0 00 75.7 40.5 13.5 54.1 16.2

金融 ・保険業 12 50.0 33.3 0.0 0.0 167 α0 0.0 83.3 8.3 25.0 25.0 41.7

情報処理業 16 5α0 25.0 18.8 6.3 12.5 0.0 00 56.3 56.3 12.5 37.5 1&8

情報提供業 4 75.0 50.0 α0 α0 25.0 25.0 0.0 25.0 5α0 α0 00 α0

新 聞 ・出版業 7 42.9 85.7 42.9 0.0 0.0 143 00 42.9 14.3 0.0 00 28.6

放送 ・通信業 3 α0 00 0.0 α0 α0 α0 α0 33.3 33.3 00 0.0 66.7

不動産業 4 5α0 25.0 α0 0.0 0.0 ρ0 0.0 75.0 50.0 25.0 α0 0.0

運 輸 ・倉 庫 、電 力 ・

ガス
12 25.0 &3 8.3 0.0 16.7 00 α0 25.0 5α0 16.7 500 16.7

その他サー ビス業 41 31.7' 48.8 22.0 12.2 9.8 49 2.4 36.6 26.8 7.3 24.4 12.2

公共サー ビス 74 24.3 59.5 63.5 13.5 4.1 5.4 α0 1.4 14.9 8.1 5.4 37.8

その他 2 0.0 5α0 500 ・α0 α0 0.0 α0 50.0 0.0 α0 0.0 α0

合計 ・平均 339 2&0 43.7 3L9 171 6.2 4.7 1.8 43.4 27.4 9.4 28.6 19.2
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2.3利 用 して い る商 用 デ ー タ ベ ー スの 種 類 と内 容

2.3.1利 用の多い商用デ一口タベースの種類 と内容

商用データベースのオンラインサー ビスで最も利用されているのは、 「COSMOSNET2000」

である。これ に、「日経テレコン21」、「JDreamn」 、「TSR・VAN2」 、「@nifty」と続いている。

前回調査と比べて、順位の入れ替わ りはあるものの基本的に上位に大きな変動はないものの、

電子入札な どの普及の影響か今回調査では 「官報情報検索サービス」が13位 となっている点

が注目される(表2-5)。

データベースサー ビスでは、 トップは 「COSMOS2」 であり、以下、「TSR」、「日経新聞記

事データベース」 「JSTPlus」 などが挙っている。

データベースファイルについて も前回調査と比べて、順位の入れ替わ りはあるものの上位に

大きな変化は認め られない(表2-6)。

表2-5利 用の多いオンラインサービス(N=30q複 数回答)

順位
　

、 サービスシステム名
　

　 　

回答件数
〉

　

回答率(%) 　
　

[ス

1 COSMOSNET2000(帝 国デ ータバ ンク) 82 27.3

2 日経テ レコン21(日 本経済新聞社) 47 15.7

3 JDreamH(科 学技術振興機構) 27 9.0

3 TSR-VAN2(東 京商工 リサーチ)
27 9.0

5 @nifty(ニ フ テ ィ)
21 7.0

6 iJ㎜(時 事通信社) 11 3.7

7 STN(化 学情報協会) 9 3.0

8 BIGLOBE(NEC) 8 2.7

8 PATOLIS(パ ト リス)
8 2.7

10 GeNii(国 立情報学研究所) 7 2.3

11 G-Search(ジ ー ・サ ー チ)
6 2.0

11 ISIWebofKnowledge(ト ム ソ ン コー ポ レー シ ョ ン)
6 2.0

13 DIALOG(ジ ー ・サ ー チ)
4 1.3

13 ELNET(エ レ ク ト ロニ ッ ク ・ライ ブ ラ リ ー)
4 1.3

13 QUICK(QUIC鴎
4 1.3

13 EngineeringVillage(エ ル ゼ ビ ア ・ジ ャ パ ン)
4 1.3

13 SciFinderScholar(化 学 情 報 協 会)
4 L3

13 官報情報検索サービス(国 立印刷局)
4 1.3
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表2-6利 用 の多 い デ ー タベ ー ス サ ー ビス(N=271梧 数 回答)

順位 、 データ ベー ス フ ァイル名 回答件数 回答率(%)
　

1 COSMOS2(帝 国データバ ンク企業情報) 94 34.7

2 TSR(東 京商工 リサーチ企業情報) 33 12.2

3 日経新聞記事データベース 25 9.2

4 JSTPIus 14 5.2

5 WebofScience(ト ム ソ ン コ ー ポ レー シ ョ ン) 12 4.4

6 PATOLIS特 許 ・実用新案 ・商標 ・意匠フ ァイル ll 4.1

7 CA/CA/Plus/CA-SEARCH 10 3.7

8 朝 日新聞記事データベース 8 3.0

9 JAMP 6 2.2

10 医学中央雑誌 5 1.8

11 日経BP雑 誌記事データベース 4 1.5
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2.3.2よ く利用する商用データベースの分野とデータタイプ

分野 とデータタイプの関係をみると、すべての分野で 「文字データ」が最 もよ く利用されて

いる。「ビジネス」分野においては、「数値データ」の利用率が他分野と比較して高く、特に 「企

業財務/企 業情報」で顕著である。一方、「映像」(動 画)の 利用率が全体的に前回より伸びて

お り、特に 「一般」分野の 「新聞/雑 誌/ニ ュース」で4.0%、 「生活関連情報」分野で3.9%

となった ことが注目される(表2-7)。

表2-7よ く利用 している商用データベースの分野とデータタイプ(%)

デー タタイプ

分野

回答

件数

文字

データ

数値

データ
画像

音楽 ・

音声

映像

(動画)
その他

亘

新聞/雑 誌/ニ ュース 202 842 30.7 33.2 0.0 4.0 0.5

人物/機 関情報 156 72.4 23.7 18.6 0.0 1.3 α0

行政/法 律/政 治 147 72.1 26.5 12.9 0.0 0.0 0.7

百科事典/書 誌情報/書 籍案内 138 63.8 18.8 22.5 0.0 1.4 1.4

生活関連情報 102 39.2 19.6 19.6 LO 3.9 0.0

自
然
科
学

・

技術

特許 158 67.1 25.9 247 0.0 α6 α0

医学/薬 学/生 命学/生 物 138 4&6 21.7 18.1 0.0 0.7 0.0

化学 140 51.4 28.6 18.6 0.0 0.7 0.0

電気/電 子/情 報 138 5L4 2&3 23.2 0.7 1.4 0.7

建設(土 木/建 築) 131 4&1 28.2 23.7 0.0 2.3 0.8

エネルキ㌧/原 子力/資 源/環 境/

公害
131 48.1 26.7 20.6 α0 1.5 0.0

機械/金 属/素 材 125 45.6 23.2 16.0 0.0 0.8 0.0

社会科学 ・人文科学 ll9 38.7 17.6 12.6 0.0 α8 α0

ビ
ジ
ネ
ス

企業財務/企 業情報 256 89.1 69.5 12.1 0.0 0.0 0.0

マクロ経済/市 場/商 品 130 56.2 5L5 15.4 α8 0.0 0.8

金融/証 券/為替 141 53.9 48.2 8.5 0.0 0.7 1.4

各種産業情報 139 647 43.2 20.9 α0 0.7 0.7

その他 45 13.3 6.7 4.4 2.2 2.2 α0
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2.3.3商 用デ ータベー スの媒体 別利用比 率

ユ ーザ ーが よ く利用 して いる商用デ ー タベースの利 用媒体 をみ る と、2006年 度実績 で 、オ

ン ライ ンで は 「イ ンタ ー ネ ッ ト パ ソ コ ン 向 け」 が86.7%で 最 も多 く、 オ フ ライ ンで は

「CD-ROM/DVD」 が5.7%で 最 も多 い。 この傾向 は2007年 度(見 込み)も ほ とん ど変わ らな

い(表2-8)。

表2-8商 用データベースの媒体別利用比率(利 用金額ベース) (%)

利用媒体
利用媒体

(詳細項目)

2006年 度 2007年 度予定

N=267 Nニ266

オンライン

イ ンタ ー ネ ッ ト

パソコン向けサービス 86.7 86.4

携帯電話、PDA向 け 0.5 0.5

その他 0.1 0.2

イ ンターネ ッ ト

以外

公衆回線 1.1 1.1

専用回線 3.2 3.2

その他 0.3 0.3

オフライン

CD-ROM/DVI) 5.7 6.0

MT 1.1 1.1

その他 1.2 L2

合計 100.0 100.0

オンラインのうち、ネットワークから大容量ファイルを一括

でダウンロー ドするサービスの全体利用料に占める利用割合

N=161 N=156

21.5 21.6

2.3.4商 用デ ータベース の媒体 別利用分 野

ユーザ ーが現在 よ く利 用 して い る商用 デー タベース の分 野 を利 用媒体 ごとに回答 して も ら

った。商用デ ータベー スの主 要な利 用媒体 はオ ンライ ンでは 「イ ンター ネ ッ ト(パ ソコ ン向 け)」

で あ り、オ フ ライ ンで は 「CD・ROM/DVD」 で ある。 この ことを反映 してユ ーザ ーか らの回

答 もこれ ら2つ の媒体 に集 中 して い る。 「イ ンターネ ッ ト(パ ソ コ ン向け)」 で最 もよ く利用 さ

れ ている分野 は 「企業 ・財務情 報」で あ り、62.0%の ユーザ ーが 活用 して いる。次 いで 、 「新 聞

/雑 誌/ニ ュー ス」(33.6%)、 「科学技 術/特 許」(21.8%)、 「経済/ビ ジネス」、「法律 ・法 規 ・

判 例/税 ・税 務情報」、 「医 ・薬学/バ イオ/化 学」(い ずれ も17.4%)と い う順位 で ある(表2

-9) 。
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表2-9利 用媒体別にみた商用データベース利用分野(複 数回答)(%)

オ ンライ ン

オ フ ラ イ ン ・ 〉"
　

ツ

sイ ンターネッ ト イ ンターネッ ト以外 ・

パ ソ コ

ン向け

携 帯 電

話 ・PDA

向け

公衆
回線

専用
回線

CD-ROM/

DVD
町 その他

亘

オーディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽 0.9 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サー ビスガイ ド・案内情報 2.2 1.6 0.3 α0 0.0 α0 0.0

辞(事)典/百 科/デ ィ レク トリー 5.6 α0 0.0 α0 2.5 00 0.0

学習教材 0.3 α0 α0 0.0 09 0.0 00

書誌/図 書 ・刊行物情報 7.8 0.3 0.0 0.0 2.5 0.0 α0

人物情報(冊0'S冊0) 8.1 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0

新 聞/雑 誌/ニ ュース 33.6 1.9 0.3 0.9 5.9 0.0 0.3

政治/行 政 6.9 0.3 0.0 0.3 0.3 0.0 0.0

健康/ス ポーツ 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ビ
ジ
ネ
ス

金融/証 券/為 替/市 況情報 14.6 06 α6 0.6 1.6 0.0 α0

規格 1.2 0.0 0.0 0.0 0.3 α0 0.0

企業 ・財務情報 62.0 0.3 0.9 1.9 7.2 0.0 0.6

経済/ビ ジネス 17.4 α6 0.3 α6 1.9 0.9 0.0

商品 ・製品情報 12.1 00 0.3 α6 2.2 0.0 0.0

パーツカタ ログ 2.5 00 α0 0.0 α9 0.0 α0

地 図 ・マッヒ'ング/電 話番 号/住 所 コード &4 0.9 0.3 0.0 2.2 α6 α0

統 計 ・人 口 3.1 0.0 0.0 0.0 2.5 α3 0.0

不動産 3.4 0.3 0.3 0.3 0.9 0.3 0.3

法律 ・法規 ・判例/税 ・税務情報 17.4 α0 0.3 06 2.5 0.0 α0

自
然
科
学
・

技
術

医 ・薬学/バ イオ/化 学 17.4 0.0 0.9 α3 L9 0.3 α0

宇宙/地 球/海 洋/水 産 0.9 0.0 0.0 03 α0 α0 0.0

エネルギー/資 源/環 境 6.9 0.0 α0 0.0 α9 α0 0.0

気象 ・気候 3.4 0.9 0.0 0.0 03 00 0.0

科学技術/特 許 21.8 0.0 1.2 0.3 3.4 0.6 0.0

コ ン ピュ ー ター/ソ フ トウ ェ ア 6.5 00 0.3 0.0 L6 0.0 0.0

建築 ・建設 6.9 0.3 0.3 0.3 1.9 0.0 α0

数学/農 業 ・農学 4.0 0.0 0.0 α0 0.0 0.0 α0

材料 ・素材 6.2 0.0 0.0 α0 1.6 0.0 α0

人
文
・

教育/宗 教 L2 0.0 α0 α0 0.9 0.0 0.0・

芸術 ・文化/文 学 ・歴史 α9 0.0 α0 α0 1.6 α0 α0

言語 ・用語 0.9 0.0 α0 α0 0.6 α0 0.0

社会科学 ・心理学 L2 0.0 α0 α0 0.6 α0 α0

図書館 ・情報科学 0.9 α0 0.0 0.0 α6 α0 0.0

地理 0.3 α3 0.0 0.0 α9 α0 0.0

その他 0.6 1.6 0.3 0.3 α9 00 0.0
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2.3.5オ フィスでのデータベースの利用

オフィスでのデータベース利用についてたずねた ところ、図2-7に 示す結果が得 られた。

「情報を必要としている人が自分で検索する」への回答率が最 も高く、74 .3%を 占めた。他項

目を大きく引き離 していることか ら、この方法がオフィスでの主流であると言える。以下、「デ

ータベース検索担当部門に依頼す る」(24 .2%)、 「専門的な検 索は社内のサーチ ャーに依頼 し、

簡単な検索は自分で行 う」(15.1%)、 「同じ部門内の担当者に依頼する」(14.2%)、 「以上の組

み合わせで、どれが主とはいえない」(9.4%)と 続 く。

N=331

情報 を必 要 として い る人 が

自分 で検索す る

データ ベース検索

担 当部門 に依 頼す る

専 門的な検索 は社内 の

サ ーチ ャー に依 頼 し、

簡単 な検索 は自分で行 う

同じ部門内の担当者に依頼する

以上の組 み合わせ で、

どれが主 とは いえな い

外部の代行検索業者に依頼する

その他

0 20 40 60 80{%}

図2-7オ フ ィス で の デ ータ ベ ース の 利 用
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2.4料 金 と利 用 上 の 問題 点

2.4.1利 用料金と課金体系

商用データベースの利用料金 についての感想は、国産データベースについては、 「高い」へ

の回答率が48.9%、 「妥当」が50.8%、 「安 い」が0.3%と なっている。 これに対 して海外製デ

ータベースでは
、 「高い」 と感 じているユーザーの割合が、「妥当」 と感 じているユーザーより

多くなっている。(図2-8)。

データベース利用の課金体系では、全体では 「固定料金+従 量制」が最 も多 く49 .1%、 次い

で 「定額制」が37.7%と なっている。 ここ数年 この傾向は変わ らないが、徐々に比率が高くな

っている。また、前回同様、予算的な制限のある公共サー ビスにおいて 「定額制」の割合が高

い(62.0%)。(図2-9)

ユーザーにとって望 ましい課金体系を見ると、全体では 「定額制」が46 .9%で 最 も多 く、「固

定料金+従 量制」(23.6%)、 「従量制」(21.1%)が これに続く。

ここで現状の課金体系と望ましい課金体系の回答結果を対比すると、「定額制」 を46 .9%の

ユーザーが希望 しているにもかかわ らず、実際にこの方式で支払っているのは37 .7%と 低い。

これ に対 し、「従量制」と 「固定料金+従 量制」では逆に希望の割合を現状の割合が上回ってい

る。企業規模別で も、同様の傾向がみ られる(図2-10)。

ー
スーへ

産
↓

国
デ

ー
寸

裂
ぺ

外

↓

海
デ

今 回調 査(N=331)

前 回調査(N=114)

今 回 調査(N=180)

前 回調 査(N=114)

O% 20% 40% 60X 80% 100X

■高い 2妥 当 園安い

図2-8商 用データベースの利用料金に関する感想

・17.



定額制

従量制

固定料金+従 量制

最低料金制

大口利用者割引

定額制

従量制

固定料金+従 量制

最低料金制

大口利用者割引

その他
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0
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8
ー

49.1
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■ 全 体(N=332)

N中 小 企 業(Nニ104)

m大 企 業(N=142)

口 公 共 サ ー ビ ス(N=71)

2040

図2-9デ ータ ベ ー ス利 用 の課 金体 系

60 80偶1

0204060

図2rlOデ ー タ ベ ース 利 用 にお け る望 ま しい課 金 体 系
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2.4.2収 録情 報 に関す る感想

商用 デー タベース に収録 され て いる情 報の内容 に対す る感想 は 、国産 デー タベース につ いて

は、 「特 に不満 はない」が58.9%に 達 して いる。各種 の不 満へ の回答 率は、 「情 報の件 数が少 な

い」(11.5%)「 情報 の更新頻 度が少 な い」(10.4%)「 求 めて いる情報 の存在が不 明確」(9.0%)

「情報 に不正確 な ことが ある」(8.5%)、 な ど となって いる。海 外製 デー タベー ス に関 して は、

「利 用 した い情報 がな い」の回答率 が26.3%と 国産 に比 べ20ポ イ ン ト以 上高 くな って いる(図

2-11)。

無料 デー タベー スの収録情 報 に対す る感想(不 満)を み る と、商 用デー タベース と同様 に 「特

に不満 はな い」(42.9%)が 最 も多 い。そ れ以外で は、「情 報 に不 正確な ことがある」(31.0%)、

「求 めて い る情 報の存在 が不 明確」(22.5%)、 「情 報の更新 頻 度が少 な い」(15.6%)、 「フル テ

キス ト(全 文)で 収録 されて いな い」(11.3%)が 上位 とな って い る(図2-12)。

情報の件数が少ない

情報の更新頻度が少ない

求めている情報の存在が不明確

情報に不正確なことがある

フルテキスト(全 文)で

収録されていない

情報の遡及期間が短い

出力項目のパターンが不満

利用したい情報がない

元情報の発表からデータベースの

更新まで時間がかかりすぎる

ヒット件数が少ない

その他

特に不満はない

0 02 40 60㈲

図2-11商 用データベースの収録情報に関する感想
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情報に不正確なことがある

求めている情報の存在が不明確

情報の更新頻度が少ない

フルテキス ト(全 文)で
収録されていない

情報の件数が少ない

利用したい情報がない

情報の遡及期間が短い

出力項目のパターンが不満

ヒット件数が少ない

元情報の発表からデータベースの
更新まで時間がかかりすぎる

その他

特に不満はない

0 01 20 30 40 50

(%}

図2--12無 料デ ー タ ベ ース の収 録 情 報 に関 す る感 想(Nニ480)

2.4.3商 用および無料データベースの機能 ・操作性 に関する問題点

商用および無料データベースのコマ ンド機能 ・操作性に関する問題点をユーザー に指摘 して

もらった。

商用データベースについては、全体では 「コマ ン ドが不統一なので使いにくい」への回答率

が15.3%で 最 も多 く、次いで 「接続手順がわず らわ しい」(9.8%)、 「1次情報の入手が困難」「複

数 ファイルの横断検索ができない」(い ずれも6.6%)、 「ダウンロー ドができない」(5.2%)の

順 となっている。

産業別 にみると、第2次 産業では 「コマ ンドが不統一なので使いにくい」の回答率が第3次

産業に比べ高い。逆 に第3次 産業の回答率が第2次 産業より高いのは、「ダウンロー ドができ

ない」などである。

一方、無料データベースについては、 「あ らか じめ出力内容の見当がっけられ る機能が欲 し

い」が12。9%で トップであ り、次いで 「キーワー ドが不足して いる」(10.5%)が 続 いて いる(表

2-10)。
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表2-10商 用及び無料データベースの機能 ・操作性に関する問題点(複 数回答)(%)

問題点

商 用データベース

無料デ一 夕

ベーネ全体 .・
〈N・487♪勤 次産業

α=141)

第3次 産業 ・

(桐28)
.全体.胴 切

特に問題点はない 56.7 58.6 54.8 52.6

コマン ドが不統一なので使 いにくい 149 10.9 15.3 5.3

接続手順がわずらわしい 9.9 10.2 9.8 2.9

一次情報の入手が困難
6.4 47 6.6 97

複数ファイルの横断検索ができない 7.1 5.5 6.6 4.9

ダウンロー ドができな い 3.5 8.6 5.2 6.4

統一 シソーラス(類 語辞書)が 欲 しい 4.3 3.1 4.9 5.3

あらか じめ出力内容の見 当がつけられる機能が欲 しい 5.0 3.9 4.9 12.9

概念検索ができない 5.7 3.1 4.6 5.5

キー ワー ドが不足 して いる 5.7 47 4.6 105

Gateway機 能 が 欲 しい 2.8 3.1 40 L2

自然語(フ リーターム)を 検索言語 として使いたい 2.1 3.9 4.0 45

通信速度が遅い 43 3.1 3.7 5.5

検索速度が遅い 2.8 3.1 3.2 6.0

全文検索の機能がない 2.8 3.1 2.9 4.3

PDFフ ァイル化されていな い 2.1 3.1 2.6 5.5

アブス トラク ト(抄 録)が 表示できない 2.1 0.8 L7 1.6

特定キー ワー ドのファイル・デー タベース別出現頻度参

照機能が欲 しい
2.1 0.0 L4 2.9

HT肌 形式での出力ができな い L4 L6 1.2 0.2

ウェブでの検索 システムがない 0.7 0.8 0.6 1.0

検索結果のメール配信ができない 0.7 0.8 0.6 L2

図面や商標の表示ができない 0.0 α8 α6 1.0

そ の他 2.8 1.6 2.9 L2
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2.5期 待 す る メ デ ィ ア と無 料 デ ー タ ベ ー ス の 利 用 状 況

2.5.1期 待 する メデ ィア

オフィス にお ける情 報取得の媒体 、手段 あ るいはサ ー ビスの 中で、今後拡 大が期待 され る も

の を見てみ る と、上位5項 目は、 「携 帯電話 向 け情報サ ー ビス」(49.3%)、 「ポー タルサイ ト ・

検 索 エ ンジ ン」(42.7%)、 「公衆 無線LAN」(26.0%)、 「個 別企 業 ・団体 のホー ムペー ジ」(25.2%)

「電子政府 サイ ト」(22.6%)と な った(図2-13)。

また、本調査 で は、 ここ数年 は上位 にあ った 「プ ログ(Weblog)」 が順位 を下 げて い る。

携帯電話向け情報サービス

ポ一夕ルサイ ト・検索エンジン

公衆無線L州

個別企業 ・団体のホームページ

電子政府サイ ト

e－ラーニング

超高速インターネ ット衛星

オンライン系の放送

デジタルな電波の放送

インターネ ット広告

ニュースサイ ト

プログ(Weblog)

ショッピング(eコ マース)

仮想空間ビジネス

SNS

メールマガジン

比較サイ ト

GIS

その他

0 20 40 60

図2-13期 待するメディア
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2.5.2無 料デ ータベースの分 野別利 用頻度

無料 デー タベース の利用頻 度 を分 野別 にたずね た。 「ほ ぼ毎 日」 へ の回答 率が 高い上位 のカ

テ ゴ リー を上 げると、「新聞/雑 誌/ニ ュース」(57.4%)が 他 を大 き く引き離 し、「ウェブ検 索

な どURL」(37.3%)、 「地 図 ・交通 ・旅行 ・天気」(21.9%)、 「行 政/法 律/政 治」(15.9%)、

「企 業 財務/企 業情報 」(14.9%)、 「百科 事典/書 誌情報/書 籍 案 内」(14.6%)と 続 いて いる

(図2-14)。

新 聞/雑 誌/ニ ュー ス(491)

ウェブ検 索 、ウェブディ レク トリー

な どURL{434}

地 図 ・交通 ・旅行 ・天 気(470)

行政/法 律/政 治(439)

企業財務/企 業 情報(457}

百科事典/書 誌情報/書 籍 案内(438}

金融/証 券/為 替(426)

人物/機 関情報(417)

各種産 業情報(42D

建設(土 木/建 築)(413)

店舗 ・施 設紹介、

所在 地、電 話番号{420)

マ クロ経 済/市 場/商 品(419)

電 気/電 子/情 報(409}

特許(421}

医学/薬 学/生 命学/生 物{414)

化学(408)

機械/金 属/素 材(406)

エネル ギー/原 子力/

資源/環 境/公 害(411}3

ショ ッピング ・商品紹 介{403)

映画 ・音 楽 ・スポー ツ ・

その他娯楽(397)

社会科学 ・人 文科 学(394)

就 職/住 宅/資 産 運用(393)

その他(62}

(カ ッコ内は回答件数)

O% 20% 40% 60% 80% 100%

■ほぼ毎 日 ロ比較的よ く使う 母ときどき使 う 口使わ ない

図2-14無 料データベースの分野別利用頻度
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2.6今 後 の 利 用 予 定

2.6.1今 後進めたいデータベースの利用方法

商用データベースの利用方法の方向性を見てみると、全体では 「現状程度(現 状程度 とした

い)」 の回答率が33.2%で 最も高く、以下、「無料コンテンツや、よ り低料金のサービスを探 し

て経費節減を図る(図 りたい)」(32.6%)、 「使用方法を工夫 して、経費節減を図る(図 りた い)」

(28.2%)、 「利用できるデータベースを増やす(増 や したい)」(20.5%)な どが続 いている(図

2-15)。

現 状程度(現 状 程度 とした い)

無料コ ンテ ンツや 、よ り低料金 の

サ ービスを探 して 経費削 減を図 る(図 りた い)

使用 方法 を工夫 して、

経費節 減を図 る(図 りた い)

利用 できるデー タベース を

増や す(増 や した い)

利用 の高度化 を図 る(図 りたい)

社内 システ ムに組み込み 、

利 用者 が必要 に応 じて使え るようにす る

(した い)

利 用 して いるデー タベース を

見 直す(見 直 した い)

定額 制のデー タベース を

利 用する(し た い)

イ ンターネ ッ ト対 応のサー ビス に

順次切 り替え てい く(い きたい)

その他

0 10 20 30 40 50{%)

図2--15今 後進めたいデータベースの利用方法
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2.6.2今 後の商用データベース利用目的

今後の商用データベースの利用 目的について複数回答で答えてもらった ところ、図2-16

の結果が得 られた。

「業界動向など日々の営業活動に必要な情報を収集するため」への回答率が最 も高 く、5割

以上を占めた。2位 の 「信用調査を行 うため」も5割 弱であった。以下、「競合企業や関連業界

の情報 を確認 し、自社 と比較分析するため」(31.1%)、 「取引先企業 ・競合企業の事業動向の背

景や 目的を調べるため」(29.8%)、 「企画書やプレゼ ンテーション資料作成上の基礎資料を収集

するため」(25.9%)と 続いている。

N=386 業界動向など
日々の営業活動に

必要な情報を収集するため

信用調査を行うため

競合企業や関連業界の情報を確認し、
自社と比較分析するため

取引先企業 ・競合企業の事業動向の

背景や目的を調べるため

企画書やプレゼンテーション資料作成上の
基礎資料を収集するため

経済環境や消費者動向に
関する情報を収集するため

新製品情報やITの最新情報を
自社のビジネスの参考にするため

他社の財務内容を参考にするため

国内外の技術提携、共同開発、共同研究の
情報を定期的に収集するため

今度会う顧客のプロフィールを調べるため

取引先企業や競合企業の
人事 ・機構改革をキャッチするため

新しい言葉や用語を調べるため

営業のためのアプローチ先
リス トを作成するため

その他

0 20 40 60

図2-16今 後の商用データベース利用目的
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2.6.3ビ ジネ ス情 報を調 べるた め に利用 する情報 源

2.6.2の 利 用 目的 のため に どの情報源 を利用 す るか複数 回答 でたずね た(図2-17)。

「無料の検索サイ ト」へ の回答率 が最 も高 く、55.0%で あ った。 「そ の企 業の ホームペ ー ジ」

も54.8%を 占めて いる。以下 、 「総合 系 の無 料情報 サイ ト」(41.3%)、 「企 業関連情 報専 門 の有

料 ビジネス情報 サイ ト」(40.2%)、 「官 公庁 のホー ムペ ー ジ ・刊行 物」(38.9%)が 上位 とな っ

て いる。・

N=378
無料の検索サイ ト

そ の企業 の ホーム ペー ジ

総合系の無料情報サイ ト

企業関連情報専門の
有料ビジネス情報サイ ト

官公庁のホームページ・刊行物

業界紙 ・業界誌
(の実物 ・バックナンバー)

新聞 ・雑誌記事専門の
有料ビジネス情報サイト

書籍(専 門書を含む)

新聞記事 ・縮刷版の実物

その企 業 ・製品 のパ ン フレ ッ ト

雑誌記 事(の 実 物 ・

バ ッ クナ ンバ ー)

有料 ビジネス情 報サ イ ト

セ ミナ ー ・講 演会 な ど

ダイ レク トリー ・年鑑 な ど

メー ルマ ガ ジ ン

専 門家(コ ンサ ル タ ン ト、

弁 護士 、会 計士な ど)

携帯 電話 で利 用で きる

ビジネ ス情報 の メールサ ー ビス

携帯電 話 で利 用で きる

ビジネ ス情報 サイ ト

そ の他

0 20 40 60

図2-17ビ ジネス情報を調べるために利用する情報源
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2.6.4今 後利用したい商用データベース

今後利用 したい商用データベースについてたずねた。

利用 した い分野をみると、 「企業財務/企 業情報」が69.7%で トップ、次いで 「新聞/雑 誌

/ニ ュース」が61.4%と なっている(図2-18)。

今後利用 したい商用データベースのデータの収録地域では、すべての分野で 「日本」が最も

高い回答率であったが、「特許」、「化学」などは 「欧米諸国、 「アジア諸国」への回答が3割 前

後であ り、専門的な分野では海外収録のデータベースの利用意向 もあることが うかがえる(表

2-11)。

N=350
企業財務/企 業情報

新 聞/雑 誌/ニ ュース

行政/法 律/政 治

特許

各種産業情報

人物/機 関情報

マクロ経済/市 場/商 品

金融/証 券/為 替

電気/電 子/情 報

建設(土 木/建 築)

百科事典/書 誌情報/書 籍案内

医学/薬 学/生 命学/生 物

エネルギー/原 子力/
資源/環 境/公 害

化学

機械/金 属/素 材

生活関連情報

社会科 学 ・人文科 学

その他

0204060

図2-18今 後利 用 した い商 用デ ー タ ベ ース

80
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表2-11今 後利用 したい商用データベースのデータの収録地域(%)

地域

分野

回答

件数
日本 欧米諸国

アジア
諸国

よくわか

らない

亘

新聞/雑 誌/ニ ュース 215 76.7 18.1 23.7 16.3

人物/機 関情報 163 66.3 13.5 16.6 2&8

行政/法 律/政 治 171 74.3 13.5 1τ0 22.8

百科事典/書 誌情報/書 籍案内 138 63.8 15.9 13.0 34.8

生活関連情報 ll6 53.4 6.0 9.5 43.1

自然

科
学

・

技術

特許 165 66.7 33.9 29.1 26.7

医学/薬 学/生 命学/生 物 136 48.5 29.4 15.4 46.3

化学 134 53.0 32.1 201 43.3

電気/電 子/情 報 142 5τ7 25.4 16.2 40.1

建設(土 木/建 築) 141 56.7 99 7.8 41.1

エネルギー/原 子力/資 源/環 境/公 害 136 55.9 22.1 16.2 40.4

機械/金 属/素 材 125 56.0 2L6 14.4 42.4

社会科学 ・人文科学 105 39.0 16.2 143 590

ビ
ジ
ネ
ス

企業財務/企 業情報 244 84.4 14.8 197 12.3

マクロ経済/市 場/商 品 158 64.6 16.5 22.8 297

金融/証 券/為 替 148 6L5 15.5 19.6 35.8

各種産業情報 164 67.7 15.2 20.7 28.0

その他 47 17.0 4.3 43 83.0

2.6.5今 後のオフィス における情報取得手段と してのデータベース利用

今後のオフィスにおける情報取得手段 としてのデータベース利用について図2-19に 示 した。

商用データベースでは 「変わらない」(50.5%)が 最も多かった。一方、無料データベースの利

用が 「増える」(「大幅に増える」+「 やや増える」)と の回答が75.5%と7割 を超 えている。

商 用 デ ー タ ベ ー ス

(N=517)

無 料 デ ー タ ベ ー ス

(N=551)

O% 20X 40$ 60% 80X 100%

■大幅に増える 口やや増える 魯変わらない ロやや減る ■大幅に減る

図2-19今 後のオフィスにおける情報取得手段としてのデータベース利用
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2.7社 内 デ ー タ ベ ー ス の 利 用 状 況

2.7.1所 有 ・検討 中の社 内デ ータベ ース

現在構 築 ・購入 して いるデ ー タベースで は、「経理 ・財務管 理DB」(69.7%)、 「顧客管 理DB」

(57.4%)、 「販売(営 業)管 理DB」(57.3%)、 「人事管 理DB」(54.3%)が 上位項 目 となって

いる。 将来 あ らた に構 築 ・購 入す る、検 討す るデー タベー ス を み る と、 「総 合 文書管 理DB」

(20.4%)が 最 も多 く、次 いで 「電子 申請DB」(19.2%)と な って いる(図2-20)。

1.顧 客 管 理DB(517)

2.販 売(営 業)管 理DB{506)

3.物 流 管 理DB{454)

4.在 庫 管 理DB(476)

5.生 産 ・資 材 管 理DB{462}

6.マ ー ケ テ ィ ン グ 情 報DB(441)

7.新 聞/雑 誌 記 事DB(索 引)(446}

8、 製 品 情 報DB(439}

9.人 事 管 理DB(499)

10.経 理 ・財 務 管 理DB(515)

lL特 許 情 報DB(456)

12.技 術 情 報DB(453)

13.図 書 ・資 料 情 報DB(473)

14.電 子 申請DB(458)

15.総 合 文 書 管 理DB(446}

16.電 子 入 札DB(454)

17.電 子 納 品DB(443)

18.社 内 掲 示 板 等DB(482)

19.取 引 先 情 報DB(468)

20.そ の 他{19D

O%

(カ ッコ 内 は 回答 件 数)

20% 40% 60% 80X 100%

■ 現 在(構 築 ・購 入 して い る)

自 利 用 して い な い ・予 定 して いな い

0将 来(あ らたに構築 ・購入する、検討する)

図2-20所 有 ・検 討 中の社 内デ ー タベ ース
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さらに社内データベースを主に利用 している部門をみると、社内全般で多く利用 されている

データベースは 「社内掲示板等DB」(75.8%)で あった。「顧客管理DB」 、「販売(営 業)管 理

DB」 は営業部門で多 く、「生産 ・資材管理DB」 は生産部門、「人事管理DB」 は総務部門、「経

理 ・財務管理DB」 は経理 ・財務部門で高い回答率 となって いる。

表2-12社 内データベースの主な利用部門

:

1〔

社
内
全般

8

企
画
部門

8

調
査
部門

8

莞
爾

8 8

シ
ス
テ

蕗ム
)

生
産
部門

8 8 8 8 8

経

理

レ

8

そ
の
他
の
部門

8

顧客管理DB 348 25.3 4.6 α0 0.3 0.0 0.6 09 0.0 55.5 7.5 0.0 2.9 2.6

販売(営 業)

管理DB
328 22.0 4.0 03 0.3 0.0 0.9 0.9 0.0 63.7 3.0 0.0 40 α9

物流管理DB 134 20.9 3.0 0.0 0.7 0.0 0.7 22.4 0.0 27.6 6.0 α0 L5 17.2

在庫管理DB 233 23.2 3.0 0.0 1.3 0.0 0.9 26.2 α0 25.8 5.6 0.0 4.7 9.4

生産 ・資材

管理DB
168 20.8 1.8 α0 0.6 0.0 1.8 56.5 0.0 4.2 3.6 0.0 3.0 7.7

マ ー ケ テ ィ ン

グ情報DB
97 16.5 26.8 41 2.1 00 α0 0.0 0.0 43.3 1.0 0.0 2.1 41

新聞/雑 誌記
事DB

110 44.5 14.5 8.2 6.4 α0 α9 0.9 0.0 3.6 13.6 0.9 α9 5.5

製品情報DB 118 3α5 8.5 0.0 5.1 00 3.4 11.9 α0 32.2 0.8 α0 08 6.8

人事管理DB 310 10.3 2.6 0.0 α3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.6 73.5 1.3 1.9 9.0

経理 ・財務管理

DB
377 10.1 1.9 0.0 0.5 0.0 0.3 α3 0.0 0.3 14.3 0.0 71.9 0.5

特許情報DB 95 12.6 4.2 1.1 242 37.9 0.0 6.3 0.0 L1 7.4 2.1 i.1 2.1

技術情報DB 135 207 3.7 2.2 3Ll L5 5.9 18.5 0.0 3.7 0.7 0.0 α0 11.9

図書 ・資料情報

DB
149 39.6 6.0 4.7 14.8 1.3 1.3 4.7 0.0 2.7 7.4 α0 α0 17.4

電子申請DB 168 393 3.6 0.0 3.0 0.0 3.6 1.8 α0 95 26.2 α0 &3 4.8

総合文書管理
DB

163 59.5 2.5 0.6 1.8 0.0 2.5 0.6 0.0 0.6 25.8 0.6 L8 3.7

電子入札DB 97 10.3 2.1 α0 LO 0.0 0.0 LO 0.0 51.5 16.5 0.0 7.2 10.3

電子納品DB 66 16.7 3.0 α0 L5 α0 3.0 33.3 0.0 25.8 1.5 0.0 L5 13.6

社内掲示板等
DB

281 75.8 3.6 0.0 1.1 0.0 3.6 0.0 α0 2.5 1LO 0.0 0.7 1.8

取引先情報
DB

204 35.8 2.0 0.5 0.5 0.0 1.0 3.4 00 32.8 1α3 α0 &3 5.4
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2.7.2社 内データベースの構築体制

社内データベースの構築体制について見てみると、「各部単位で構築」よ りも 「専門部門が

一括 して構築」への回答数がやや多かった(図2-21)
。

各部単位で構築して いる場合と専門部門が一括 して構築 している場合 に分けて、社内で構 築

しているか、アウ トソー シングしているかの割合を表2-13に 示 した。

各部単位で構築している比率が高いのは 「マーケティング」(77.5%)「 研究 ・開発」(76.1%)

などとなった。

一方、専門部門が一括 して構築 しているのは 「情報 システム」(59.8%)で あった。また、

専門部門が一括して構築 している場合、アウ トソーシングの比率が高い傾向がみ られ る。特 に

「経理部門」、「アフターサービス ・保守部門」では、アウ トソーシングの比率が8割 を超えて

いる。

専門 各部

鷲 櫟 竃
51.8%

図2-21社 内データベースの構築体制
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表2-13社 内データベースの構築体制(部 門別)

各部単位で構築 専門部門が一括して構築

回
答
件
数

全
て社

内
で
構
築

8.

蔀
ア
ウ
ト
ソ
1
シ
ン

グ

8

全
て
ア
ウ
ト
ソ
1
シ
ン

z
形

回

無
数

全
て
社
内
で構

築

8

蔀
ア
ウ
ト
ソ
|
シ
ン
グ

8

全
て
ア
ウ
ト
ソ
1

シ
グ

8

経理 217(748%) 37.3 30.4 32.3 73(25.2%) 19.2 39.7 41.1

監査 62(72.9%) 4L9 30.6 27.4 23(27.1%) 30.4 47.8 21.7

情報システム 121(40.2%) 43.8 37.2 19.0 180(598%) 28.3 45.6 26.1

研 究 ・開発 83(76.1%) 61.4 27.7 10.8 26(23.9%) 30.8 42.3 26.9

生産 83(741%) 54.2 26.5 19.3 29(25.9%) 24.1 48.3 27.6

物流 69(75.0%) 43.5 30.4 26.1 23(25.0%) 2L7 39.1 39.1

法務部 52(75.4%) 59.6 21.2 19.2 17(24.6%) 29.4 35.3 35.3

経営企画部 72(68.6%) 68.1 25.0 6.9 33(31.4%) 39.4 42.4 18.2

総務部 137(60.9%) 60.6 20.4 190 88(39.1%) 341 30.7 35.2

営業 ・販売 144(72.7%) 56.3 2α1 23.6 54(27.3%) 27.8 38.9 33.3

マーケティング 55(77.5%) 6L8 23.6 145 16(22.5%) 25.0 5α0 25.0

顧客管理 135(75.0%) 62.2 14.8 23.0 45(25.0%) 26.7 42.2 31.1

人事部 138(75.0%) 52.2 21.7 26.1 46(25.0%) 26.1 43.5 30.4

アフターサーヒ'ス・保 守 81(75.0%) 45.7 27.2 27.2 27(25.0%) 7.4 4&1 44.4

その他 36(56.3%) 52.8 22.2 25.0 28(43.8%) 32.1 2&6 393

※ 「各部単位で構築」の構成比 と 「専門部門が一括 して構築」の構成比の合計は100Xと なる。

また、「各部単位で構 築」にある 「全て社内で構築」の構成比 と 「一部アウ トソーシ ング」の構成比、「全てアウ トソーシング」

の構成比の合計は100Xと なる。 「専門部門が一括 して構築」 も同様 となっている。
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2.7.3社 内データベースの運用体制

社内データベースの運用体制について見てみると、「各部単位で運用」(55.9%)の ほうが 「専

門部門が一括 して運用」(44.1%)よ り回答数が多かった(図2-22)。

各部単位で運用 している場合と専門部門が一括 して運用 して いる場合に分 けて、社内で運用

しているか、アウ トソーシングしているかの割合を表2-14に 示 した。

各部単位 で運用 しているのは 「マーケティ ング」(81.7%)、 「アフターサ ービス ・保守」

(81.6%)、 「顧客管理(81.5%)」 などの部門で多かった。専門部門が一括 して運用 しているの

は 「情報システム部門」で51.2%と 高い回答率であった。

しか し、構築に比べて運用では 「全て社内で運用」への回答率が高 く、構築はアウ トソーシ

ングす るが、運用は社内で行 うケースが多いと推察できる。

「各部単位で運用」では 「全て社内で運用」が圧倒的に多く、「すべてアウ トソーシング」

の割合が小さいことが特徴点である。

専 門 各部

部 門 が 回答 件 数 単 位 で
一括 して558社 運 用

運 用55.9%

44.1%

図2-22社 内データベースの運用体制
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表2-14社 内データベースの運用体制(部 門別)

各部単位で運用 専門部門が一括して運用

回

無
数

全
て社

内
で
運
用

8

蔀
ア
ウ
ト
ソ
|
シ
ン

z
弩

全
て
ア
ウ
ト
ソ
1

シ

z
弩

回

嚢

全
て社

内
で
運
用

8

蔀
ア
ウ
ト
ソ
1

シ
グ

8

全
て
ア
ウ
ト
ソ
|
シ
ン

z
弩

経理 248(80.5%) 7LO 22.6 6.5 60(19.5%) 56.7 25.0 18.3

監査 70(77.8%) 70.0 18.6 11.4 20(22.2%) 55.0 40.0 5.0

情報 システム 142(48.8%) 59.2 34.5 6.3 149(51.2%) 47.0 41.6 11.4

研究 ・開発 92(8α7%) 77.2 207 2.2 22(19.3%) 63.6 36.4 0.0

生産 97(78.9%) 76.3 19.6 41 26(21.1%) 53.8 34.6 11.5

物流 81(79.4%) 7α4 22.2 τ4 21(206%) 57.1 23.8 19.0

法務部 59(79.7%) 695 22.0 &5 15(20.3%) 46.7 46.7 6.7

経営企画部 85(73.9%) 80.0 18.8 1.2 30(26.1%) 63.3 33.3 3.3

総務部 169(70.1%) 81.1 15.4 3.6 72(29.9%) 62.5 27.8 9.7

営業 ・販売 180(7&6%) 78.9 17.2 3.9 49(21.4%) 694 22.4 8.2

マーケテ ィング 67(81.7%) 70.1 26.9 3.0 15(18.3%) 53.3 4α0 6.7

顧客管理 154(81.5%) 84.4 12.3 3.2 35(18.5%) 65.7 2&6 5.7

人事部 161(81.3%) 78.3 16.8 5.0 37(18.7%) 62.2 32.4 5.4

アフターサーヒ'ス・保 守 93(81.6%) 55.9 23.7 204 21(18.4%) 42.9 38.1 190

その他 45(66.2%) 75.6 22.2 2.2 23(33.8%) 65.2 26.1 8.7

※ 「各部単位で運用」の構成比と 「専門部門が一括 して運用」の構成比の合計は100Xと なる。

また、「各部単位で運用」にある 「全て社内で運用」の構成比と 「一部アウ トソーシング」の構成比、「全てアウ トソーシング」

の構成比の合 計は100Xと なる。 「専門部門が一括 して運用」 も同様 となっている。
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2.7.4社 内データベースの利用者の範囲

社内データベースの利用者の範囲についてたずねたところ、図2-23の 結果となった。 「自

社内のみで利用」の方が、「社外 も含め利用」と比較すると 「はい」という回答が多 く、社 内デ

ータベースは自社 内のみでの利用が主流であることが うかがえる
。

内訳をみると、 「自社内のみで利用」の場合は 「自部署で共有 ・関連部署で共有」が90.0%

となった。一方、「社外 も含め利用」の場合は 「自社及び関連会社で利用」が36.2%で あった。

自

社
内

の

み
で
利

用

社

外
も
含

め
利

用

担当者のみが利用(N・354)

自部署で共有 ・関連部署で

共有(N=442)

全社ポ一夕ルに組み込んで

利用(N=378)

自社及び関連会社で利用

(N=265)

自社及び関連会社、

協力会社を含め利用(N=243)

自社及び関連会社、協力会社

以外も利用可能{N=238)

その他{Nニ52}

唖i修 ∫`元〉

1㎜ 亘
囲1、 亘:6、

「 う丘2W61忌W
≡

・148一 碗一
一

&8-6任 一
一

而 一8至:ラ ー
0% 20% 40% 60% 80% 100%

■はい ロいいえ

図2-23社 内データベースの利用者の範囲
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2.7.5社 内デ ータベ ースの現状 課題 と今後 の方 向性

社 内デ ータベース の構 築 ・運用 の現状 の課 題 と しては、図2-24に 示 す よ うに、 「構 築 ・運

用 に コス トが かか る」(61.8%)、 「ス タ ッ フが確 保 できな い」(47.9%)の 回答率 が 高 くな って

いる。予算 ・人 の面での課 題 を抱えて い る現 状が うかが える。以下 、「セキ ュ リテ ィに不安 が あ

る」(32.6%)、 「構築や メ ンテナ ンス のス ケ ジュー ルが厳 しい」(32.5%)、 「ハ ー ド ・ソフ ト ・

ネ ッ トワー クのス ペ ックが非力」(20.0%)と 続 いて い る。

N=536

構築 ・運用にコストがかかる(予 算)

スタッフが確保できない(人)

セキュリティに不安がある

構築やメンテナンスの

スケジュールが厳しい(時 間)

ハ ー ド ・ソ フ ト ・ネ ッ トワー クの

ス ペ ックが 非 力

その他

0 02 40 60 80

図2-24社 内データベースの現状課題
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今後の方向性 として、既存システムの有効活用においては、「既存の社内デー タベースを統

合したい」が50.0%で 最も多 く、次いで 「既存のデータベースのデータを高度に分析 し、有用

な情報 を得たい」の41.7%と なっている。

作 りたいシステムのイメージは、「個人情報の流出が危惧されるので、セキュ リティをしっ

か りしたい」が75.2%を 占めた。

Nニ428

既存 の社 内デー タベースを統合 したい

既存 のデー タベースのデー タを

高度 に分析 し、有用な情報 を得 たい

既 存 のデ ー タベ ースを他の システム と

連携 させ、付加価 値 を高めた い

既存システムの有効活用

0 20 40 60

図2-25社 内データベースの今後の方向性(既 存システムの有効活用)

N=428

個 入 情 報 の 流 出 が 危 惧 され るの で 、

セ キ ュ リテ ィ を し っか りした い

モ バ イ ル 環 境 で利 用 で き る

デ ー タ ベ ー ス シス テム を構 築 した い

その他

作 りた い シ ス テ ム の イ メ ー ジ

0 20 40 60 80・

図2-26社 内データベースの今後の方向性(作 りたいシステムのイメージ)
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2.8内 部 統 制 、 個 人 情 報 保 護 等 の 影 響 につ いて

2.8.1日 本版SOX法 施行の影響度

日本版SOX法 施行のビジネスやシステムへ の影響について答えてもらった ところ、図2-

27に 示す結果が得 られた。 ビジネス、システム両面で 「変わ らない」が多いものの、プラスの

影響とマイナスの影響を比較すると、システム面でのマイナスの影響がやや大きいことが伺え

る。

ビジ蒜 って暢m雛 ブ 難1ブ ブ 墨
1、

㌔ 膠嚢 ≡twxxxxma≡罫

図2-27日 本版SOX法 施行の影響度

2.8.2商 用データベースの2次 利用についての対応

商用データベースの2次 利用について、正規 のルール に基づいて利用料金 を支払っているか

どうかを尋ねた ところ、 「特に何 も制限は設けていない」 との回答が41.6%で 最 も多かった。

一方
、 「2次利用は認めていない」が36.5%あ るが、「事前に利用申請書を受 け付けている」

(7.9%)「 適正な利用料金を徴収 している」(5.0%)「 引用を入れるように要請 している」(7.5%)

といったルールに基づいた対応は、3つ あわせても約2割 程度となっている()

N=416

事前に利用申請書を受け付けている

適正な利用料金を徴収 している

引用を入れ るように要請 している

2次 利用は認めていない

特に何も制限は設けていない

その他

図2-28商 用データベースの2次 利用についての対応



2.8.3個 人情報保護に対する取 り組み状況

個人情報保護に対す る取 り組みでは、「現在取 り組みは行っていないが、今後検討す る予定

である」が最 も多く、33.5%で あった(図2-29)。 次いで、 「認証規格取得への取組はないが

独 自に専門の部署 を設置し対応 している」(26.4%)と なっている。認証規格を取得 している企

業はまだ少数だが、今後増えることが予想 される結果となった。

プライバシーマーク取得年では、2004年 以降取得する企業が増えていることがわかる(図2

-30) 。図2-31を みると、2005年 にISMSを 取得 した企業が多くなっている。

N=564

現在取り組みは
行っていないが、今後
検討する予定である

認証規格取得への
取組はないが独自に専門の
部署を設置し対応している

現在社としての
取り組みはなく、
検討予定もない

プ ライ バ シー マ ー クを

取得 して い る

ISMSを 取 得 して いる 、

ある い は取 得 を

検 討 して い る

BS7799を 取 得 して いる 、

あ る いは取 得 を

検 討 して いる

その他

図2-29個 人情報保護に対する取 り組み状況

2癬

2007年2㌶ ・lllr
22.2%

2006年回難 鷺
16.7X

2005年

25.O%

図2-30プ ラ イ バ シー マ ー ク取 得 年

2007年

19.O%

回 答 件 数
2006年21社

19.O%

2003年

以 前

4.8X

2004年

19.O%

2005年

38.1%

図2-311SMS取 得 年

2003年

以 前

.O%2007年2004年

16.7×16.7X

回答 件 数

6社2006年2005年

33.3%33.3X

図2-32BS7799取 得 年
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2.8.4顧 客情報流出に関する具体的な取 り組み内容

図2-33は 、顧客情報流出に関する具体的な取 り組みに回答のあった56社 に複数回答形式

でたずねた結果である。 「情報が格納 されているデータベースへのアクセス制限を設けている」

への回答率は96.4%と 高く、ほとんどの企業でアクセス制限を設けていることがわかる。以下、

「ノー トPC等 のモバイル機器の外部使用を制限している」(62 .5%)、 「データベースへのアク

セスに関 してユーザ、日時等を記録し保存する」(58.9%)、 「データベースの運用部門の権限保

有者を限定配置 している」(53.6%)が 上位項 目となっている。

N=56

情報が格納されているデータベースへの
アクセス制限を設けている

ノートPC等のモバイル機器の
外部使用を制限している

デ ー タベース への アクセ スに関 して

ユーザ 、 日時 等 を記 録 し保存す る

データベースの運用部門の

権限保有者を限定配置している

高 セキ ュ リテ ィルー ムを設 置 してい る

社内での外部記憶装置の使用を禁止している

社外向け送信メールを全て保存し、

監督責任者が常時閲覧できる

全てのデータベースへの
常時アクセス権を廃止している

データベースの運用部門における

インターネット利用を禁止している

その他

0 02 04 60 80 100

図2-33顧 客情報流出に関する具体的な取り組み内容
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3.企 業における電子情報サー ビスの利用状況(ベ ンダー編)

本章では、データベースサービスに関連 した事業者を対象 とした 「企業 を対象とした電子情

報サービス利用の実態調査(ベ ンダー編)」(2008年1月 実施)の 集計結果を基 に、データベ

ースサー ビスの提供状況 と今後の動向などについて概説する。

3.1概 要

本調査は、(財)デ ータベース振興センター(*1)発 行 「データベース台帳総覧」(平 成17年

10月 版)に 掲載されているベンダー企業および主要な情報提供事業者、インターネッ トプロバ

イダーな どを基に、新たにデータベースサー ビスを開始 した企業を追加 した上で重複 を除く

521社 を対象に実施された。調査方法は、郵送によるアンケー ト調査であ り、最終的な回答件

数は96社(回 収率18.4%)で あった。

なお、以下で 「今回」と記す場合、それは2008年1月 に実施された本調査を指し、その調

査対象時期は直近の決算期(2006年 度)を 想定 している。同様 に、「前回」 とは2005年9～

10月 に実施された調査(同2004年 度)を 、「前々回」は2004年10月 実施の調査(同2003

年度)を 指す。

(*1)(財)デ ータベース振興センターは2006年3月 に解散 し、(財)日 本情報処理開発協会デー タベース振興センター とし

て、事業を継続 している。
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3.2デ ー タ ベ ース サ ー ビス 事 業 者 の 業 種 ・サ ー ビス形 態

3.2.1業 種

調査に回答 したデータベースサー ビス事業者が属す る業種 と しては、 「放送 ・通信業」が

22.9%、 次いで 「情報提供業」 と 「そ の他サービス業(飲 食業、宿泊業、対事業所サービス、

シンクタンク、広告、その他サービス業)」 が16.7%で あった。 これ ら3業 種で全体の5割 以

上を占めている。また、 「情報処理業」 と 「公共サー ビス」(調 査 ・研究機関が含まれ る)も そ

れぞれ13.5%で あ り、これに 「新聞 ・出版業」が9.4%で 続いている(図3-1)。 以上に挙げた

6業 種で全体の92%に 達す る。

運 輸 ・倉 庫 、

電 力 ・ガ ス機

械 器 具1件(1.O%)

製 造 業

1件(1.0%)

商 業

2件(2.1%)

新 聞 ・出 版

件(9.4%)

公 共 サ ー ビ ス

13件(13.5%)

不 動 産 業 そ の 他 製 造 業

1件(LO%)1件(1 .O%)そ の 他

1件(1.O%)

情 報 処 理 業

13件(13.5%)

放 送 ・通 信 業

22件(22.9%)

回答件数

96社

そ の 他

サ ー ビス 業

16件(16.7%)

情 報 提 供 業

16件(16.7%)

(注1)[そ の他製造業」は、食 品工業、繊維、紙 ・パルプ業、ガラス ・土石製品、印刷業、その他製造業を含む。

(注2)「 商業」は、卸業、小売業 を含む。

(注3)「 その他サービス業」 は、飲食業、宿泊業、対事業所サー ビス、シ ンクタンク、広告、その他サー ビス業を含む。

図3-1回 答企業の業種分布
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3.2.2サ ービス形態

データベースサービス業には、次のような様々なサー ビス形態がある。

・プロデューサー(デ ータベースの作成機関。第三者 に提供することを目的に情報を収集 ・

蓄積 し、データベースを構築している事業者)

・ディス トリビューター(プ ロデューサーから委託されたデータベースを自らのシステムを

通 じて第三者に提供 している事業者)

・イ ンターネットプロバイダー(イ ンターネット接続提供業者
。顧客のコンピューターをイ

ンターネ ットに接続する業務を行 う事業者)

・ショッピングサイ ト ・オークションサイ ト

・検索 ・ポ一夕ルサイ ト(検 索エンジンや リンク集 を核 として
、ウェブ上のア ドレス情報を

提供する事業者)

・その他インターネ ットによる情報提供(た だ し自社情報の開示
、自社商品 ・サー ビスの広

告、解説などを除 く)

・代行検索業(顧 客 の要請 に応 じ、データベースの選択、ファイルの選択、検索式の作成、

検索の実行、検索結果の評価などの業務を代行、および検索コンサルティングな どを行 う

事業者)

・代理店(デ ータの権利者ないしプロデューサーの著作権事務を代理す る者
、又はディス ト

リビューターの営業事務を代理する事業者)

データベ ースサー ビス企 業 には、こう した 多様なサー ビス形態 の1つ を専 門的 に行 う専 業事

業者 と、複数業態 を行 う兼業事 業者 とがあ る。

図3-2は 、事業 者 のサー ビス形態 を答 えた も らった結果 で ある(複 数 回答)。 「プ ロデ ュー

サー」が39.0%(32社)で 最 も多 く、以下 は 「その他 イ ンター ネ ッ トによ る情報 提供」が36.6%

(30社)「 デ ィス トリビュー ター」が30.5%(25社)、 「イ ンターネ ッ トプ ロバ イダー」が26.8%

(22社)と な って いる。

回答企 業のサー ビス 形態 を専門事業 者 ご とに分布 をみ る と(図3-3)、 「プロデ ューサ ー」

が9.8%、 「プ ロデ ューサー 兼デ ィス トリビューター」が8.5%「 そ の他イ ンター ネ ッ トによ る情

報提供」 が12.2%、 「イ ンターネ ッ トプ ロバイ ダー」が17.1%と な って いる。
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プロデューサー

その他インターネットに
よる情報提供

ディス トリビューター

インターネットプロバイダー

代行検索業

検索 ・ポ一夕ルサイ ト

代理店

ショッピングサイ ト・
オークションサイ ト

14.6

(12社)

12.2

(10社)

9.8

(8社)

8.5

σ社) (%)

01020304050

図3-2回 答 企 業 の サ ー ビス 形 態分 布①(N=82、 複 数 回答)

そ の 他

27件

(32.9%)

フ 町 ユーサー

8件(9.8%)

回答件数
82社

プ ロテ'ユーサー兼
一.

イストリピ ューター

7件(8.5%)

代行 検索 業
6件(7.3%)

フ'回ア ユーサー兼 インターネットデ

ィストリビ ューター兼 フ.ロハ.イタ.一

そ の 他 インターネットに14件(17
.1%)よ る 情 報 提 供 の 他 インターネットに

3件(3.7%)よ る 情 報 提 供

10件(12.2%)

(注)「 情 報 提供 サ ー ビス は行 って い な い」 と回答 した14社 を 除 く。

図3--3回 答 企 業 の サ ー ビス 形 態 分 布 ②

プ ロテ'ユーサー兼

そ の 他 インターネットに

よ る 情 報 提 供

2件(2.4%)

テ'イストリピ ューター

5件(6.IX)
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3.2.3企 業概 要(資 本金 、年 間売上 高、従業員数)

回答企 業 の資本金 の分 布で最 も多 いの は 「1億 円以 上10億 円未満」 の45.3%で あ り、次 い

で 「10億 円以 上100億 円未満」の22.1%と な って いる。両 者で 全体 の7割 弱 を占めて いる(図

3-4)。 次 に、年 間売 上 高(回 答企 業 の主業務 を含 む総 売上 高 であ り、 デー タベー ス売 上高 だ

けとは限 らな い)の 分 布 につ いて 「10億 円以上50億 円未満 」が38.0%を 占め てお り、以下 、

「10億 円未満 」の32 .9%、 「100億 円以 上1000億 円未満」の21.5%、 「1000億 円以上」の3.8%、

「50億 円以 上100億 円未 満」の3 .8%が 続 いて いる。売上高50億 円未 満 の企 業で全体 の約70%

が 占め られ て いる(図3-5)。 さ らに、従業員 数 の分布 をみ る と、最 も多 いのは 「50人 未満 」

の40.9%で あ り、次 いで 「50人 以 上100人 未 満」の25.0%、 「100人 以上500人 未満」の20.5%、

「1000人 以 上」の9.1%、 「500人 以上1000人 未 満」の4 .5%と なって いる(図3-6)。 従 業員

数100人 未満 の企業 が全体 の6割 以 上を 占めて いる。

100億 円 以 上

1件(1.2%)

5千万 円～

1億円未満

0件(IL6%)

5千 万円

未満
17件(19.8%)

1億円～

回答件数3踏 麟
86社

10億 円 ～

100億 円 未 満

19件(22.1%)

注)非 営利法人においては、基金、出資金等

図3-4回 答企業の資本金分布
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1000億 円 以 上

3件(3.8%

100億 円 ～

1000億 円 未 満

17件

(21.5%)

50億 円 ～

100億 円 未 満

3件(3.8%)

回答件数
79社

10億 円 未 満

26件

(32.9%)

10億 円 ～

50億 円 未 満

30件

(38.O%)

(注)銀 行 ・証 券 においては営業収益、保険 においては正味保険料収入、

非営利法人においては年間事業費、歳入額等

図3-5回 答 企 業 の 年 間売 上 高分 布

500人 ～

1000人 未 満

4件(4.5%)

1000人 以 上

件(9.1%)

100人 ～

500人 未 満

18件(20.5%)

回答件数
88社

50人 ～100人 未

満

22件(25.O%)

50人 未 満

36件(40.9%)

(注)学校の場合は常勤教員数、官庁の場合は関係庁部署の定員数。

図3-6回 答企業の従業員数分布
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3.3課 金 と収 入

各事業者の料金徴収体制の現状を、利用者、経費の財源、課金方法および請求方法という4

つの側面か らたずねた結果が図3-7で ある(複 数回答形式)。

利用者 に関する回答結果をみると、前回調査と同じく 「契約 ・登録な どで特定 した利用者」

への回答率が最 も高い。回答率(77.3%)は 前回の73.7%か らやや増加 した。2位 が 「不特定

の利用者」である点 も前回と同様である。3位 の 「ディス トリビューターに提供 して いる」は

前回の13.1%か ら12.2ポ イン ト増加 し、25.3%で あった。

経費の財源については、 「電子媒体の情報料収入」への回答率が56.2%と 最 も多いが、前回

の66.7%か ら10.5ポ イ ント減少 した。「電子媒体以外の収入」が前回調査か ら17.9ポ イン ト増

となったほか、「プロバイダー料金など他の電子媒体事業の収入」が同15.8ポ イ ント増、「電子

媒体の広告料」が同10ポ イン ト増など、他の選択肢への回答率が高まっている。 この結果か

ら、データベースサー ビス事業者には、経費財源を情報料収入以外に求める動きが浸透 してい

るとみ られる。「収入はない(公 共機関 ・ボランティアな ど)」の回答率 は1割 に満たず少ない。

課金方法では、前回に引き続き 「定額制」が トップで、回答率は75.0%で ある。次 いで 「固

定料金+従 量制」(55.4%)、 「従量制」(37.5%)と なって いる。 「大 口利用者割引」は2割 程度

の企業で採用 されてお り、ユーザー数の多い大企業でのデータベースの利用が増えていること

が推察される。

料金の請求方法でも傾向は前回と同様であり、最 も多くの回答が寄せ られたのは 「請求書」

(92.6%)で あ り、以下 「クレジッ トカー ドな ど」(29.6%)、 「商品(CD-ROM、DVDな ど)の

購入代の形式」(7。4%)が 続いている。前回調査では 「請求書」への回答率は68.7%で あった

が、今回は23.9ポ イン ト増加 した。また、「クレジットカー ドなど」は13.4ポ イ ン ト増加 して

いる。一方、 「商品(CD-ROM、DVDな ど)の 購入代の形式」への回答率は約7ポ イン ト減少

している。
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3.4デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス の 売 上 高

3.4.1総 売 上 高 に占め るデー タベー ス売上高

図3-8に 示 して いるよ うに、各企 業の総 売上高 に対す るデー タベー ス売上 高の比率 の平均

値 は全体 で29.5%で あ り、 前回調査 の35.7%よ りも62ポ イ ン ト減少 して いる。 売上高 比率の

社数分 布 をみ ると、最 も比率 が大 き いのは 「1%未 満」の30.4%と な って い る。以下 、「15～50%

未満」 の19.6%、 「5～10%未 満」 「50～70%未 満」 「90%以 上」 の10.9%と 続 いて いる。

同 じ図で業態別 をみ る と、プ ロデ ューサ ーの場合 、売 上高比 率が平 均9.1%で あ り、 プ ロデ

ューサ ー 兼デ ィス トリビューター にお いて は、29.9%、 プ ロデ ューサー 兼そ の他イ ンター ネ ッ

トによ る情 報提供で は35.0%、 代 行検 索業 では17.7%で あ った。

全 体(N=46)

(平 均 値:29.5X)
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図3-8総 売上高に占めるデータベース売上高比率の分布
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3.4.2デ ータベース売上高の対前年比伸び率

データベース売上高の対前年比伸び率に関する質問には今回、45企 業から回答が寄せ られ

た。それに基づくと、売上高伸び率の平均値は3.7%と な り、前回調査の14.8%に 比べて11.1

ポイ ント減少 している(図3-9)。 なお、前々回の同比率は9.5%で あった。

業態ごとの伸び率をみてみると、プロデューサーがマイナス6.7%(前 回調査12.5%)、 プロ

デューサー兼ディス トリビューターが1.7%(同16.3%)と なってお り、伸び率の低下が認め

られ る。

なお、今回の伸び率は前回に比べて大幅ダウンとなっているが、サ ンプル数の制約な ど特殊

要因が作用 している可能性 もあ り、引き続き注意深 く観察 していく必要がある。
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(平 均 値:3.7X)
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図3-9デ ータベース売上高の対前年比伸び率の分布
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3.4.3デ ータ ベース売上 高の国産 と海外製 の比率

デー タベー スの売上 高 に占める国産 データベ ースの売上高 比率 は、全体 で81.3%と 前 回調 査

(86.5%)か ら約5%低 下 した(図3-10)。 他方 、海外 製デー タベー ス の比率 は全体 で19.1%

で あ る。1980年 代 未か ら一貫 して 続 いて いる 「おお よそ 国産85%、 海外 製15%」 という構 成

比か ら今 回は、やや 海外製 が多 い結 果 とな った。

業態別 の国産 ・海 外製 比率 をみ る と、 プ ロデ ューサー は国産デ ータ ベー スの比率 が100%だ

った 。 プロデ ューサ ー 兼デ ィス トリビュー ターの国産比 率 も、86.4%と 高 いシェア を有 して い

る。また、プロデューサ ー兼そ の他 イ ンターネ ッ トによる情報提 供で の国産 は97.5%を 占めた。

他方 、代行検索業 で は、国産 の比 率が37.5%と 低 くな って いる。
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代行検索業(N=4)

ヨ
Z.5
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■国産 デー タベー ス ロ海外製データベース

図3-10国 産、海外製データベースの売上高構成比
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3.4.4デ ータベースの提供方法(媒 体)別 の売上高比率

企業が 自社のデータベースの提供手段 として用いている媒体 ごとの売上高比率 をみてみ る

(表3-1)。

まず、国産データベースについては、オンライン媒体である 「インターネッ ト(パ ソコン向

け)」 が トップの61.6%を 占めている。次いで、オフライン媒体である 「CD-ROM/DVD」 が

19.9%で 続いている。インターネ ットとインターネッ ト以外のオ ンライ ン媒体(「 公衆回線」、

「専用回線」な ど)を 合わせたオンライン媒体全体のシェアを計算すると、今回は75.1%、 前

回は62.4%、 前々回は59.6%で ある。ここから、依然としてオ ンライ ン媒体が主流を占めつつ、

特にインターネッ トがその比率を徐々に高めている様子が伺える。

他方、オフライン媒体全体の比率は2割 強であるが、その大半はrCD-ROM/DVD」(19.9%)

で、前回調査(29.0%)か ら9.1ポ イ ン ト低下 しているが、依然 として主要提供媒体の一角を

占めている。

表3-1提 供方法(媒 体)別 の売上高構成比

(%)

提供媒体
提供媒体
(詳細項目)

国 産

デ ー タ ベ ー ス

(N=34)

海外 製

デ ー タベ ー ス

(N=10)

オンライン イ ン ター ネ ッ ト パソコン向け 61.6 53.7

携 帯電 話 、PDA向 け 3.4 3.0

その他 0.0 0.0

インターネット以外 公衆回線 0.0 0.0

専用回線 4.4 0.3

その他 5.7 19.5

オフライン CD-ROM/DVD 19.9 13.5

MT 0.6 0.0

その他 4.3 10.0

海外製 デー タベー スにお いて は、イ ンターネ ッ トを含 む オ ンライ ン媒体 が76.5%を 占め 、前

回調査(68.0%)か ら8.5ポ イ ン ト増加 した。イ ンターネ ッ トを除 くオ ンライ ン媒体 の比率 が

今 回19.8%と 、前 回調査 の11.0%よ り8.8ポ イ ン ト増加 して いる。

なお、 「オ ンライ ンの うち 、ネ ッ トワー クか ら大容 量 フ ァイ ル を一 括で ダウ ンロー ドす るサ

ー ビスの全売上 高 に占め る割合」を尋ね た。国産 デー タベー ス につ いて は29件 の回答 が あ り、

回答 の平 均値 は20.1%だ った。海外 製 につ いては 、具体 的な 数値 の回答 はな かった。
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3.4.5媒 体別の拡大 ・縮小見込み

回答企業に、今後において拡大あるいは縮小が見込 まれるデータ提供媒体 を選択 してもらっ

たところ、表3-2の 結果が得 られた。

まず、オ ンライ ン媒体をみると、今後最も拡大することが見込まれているのは 「イ ンターネ

ット(パ ソコン向け)」の21件 であり、次いで 「携帯電話、PDA向 け」の4件 となっている。

反対に縮小が見込まれているのは 「インターネット以外(専 用回線)」 の2件 となったが、回

答のあったサンプル数が少ないため、参考値 としてとどめてお く。

他方、オフライン媒体では、今後拡大 ・今後縮小ともに 「CD-ROM!DVD」 への回答が最 も

多い(拡 大5件 、縮小10件)。 オンライ ン媒体では今後拡大、今後縮小のそれぞれに該当する

媒体が明確 に分かれているのに対 して、オフライン媒体では今後拡大、今後縮小の両方で同一

媒体(「CD・ROM!DVD」)が 挙げ られている。「CD-RO]WDVD」 に関しては、画像を含む多様

で大容量の情報を取 り扱うことができるDVDに は拡大という回答が寄せ られ、他方、DVDと

比較 して容量の少ないCDは 縮小という回答が寄せられた可能性がある。DVDド ライブを標

準搭載 したパソコンやDVDレ コーダーの普及 により、記録メディアとしてのDVDへ の期待

は高まってお り、今後の動向が さらに注 目され ると言えよう。

なお、「オンラインのうち、ネ ットワークから大容量ファイルを一括でダウンロー ドするサ

ービス」について も今後拡大 ・今後縮小見込みを尋ねた。その結果、今後拡大への回答は4件 、

今後縮小への回答は0件 であった。

表3-2デ ータ提供媒体別の拡大 ・縮小見込み

(件数)

提供媒体
提供媒体
(詳細項目) 合 計 今後拡大 今後縮小

オンライン イ ンター ネ ッ ト パソコン向け 21 21 0

携帯電話、PDA向 け 5 4 1

その他 0 0 0

インターネット以外 公衆回線 1 0 1

専用回線 3 1 2

その他 1 1 0

オフライン CD-ROM/DVD 15 5 10

MT 2 1 1

その他 4 3 1

合 計 今後拡大 今後縮小

オ ンライ ンの うち、 ネ ッ トワー ク か ら大容 量 フ ァイル を一括 で

ダ ウ ン ロー ドす るサ ー ビス
4 4 0
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3.4.6流 通事業者経由の売上高比率

「データベースサー ビス売上高の うち、ディス トリビューターなどデータベース流通事業者

を経由した売上高が占める割合」を尋ねた。これに回答 した42企 業の平均値を求めた ところ、

データベースサービス売上高全体の24.0%が 流通事業者経由であるとの結果が得 られた(図3

-11) 。

これを業態別にみると、プロデューサーが27.8%で 、プロデューサー兼ディス トリビュータ

ー(12 .4%)と プロデューサー兼その他インターネ ットによる情報提供(10.0%)は 、比較的

低めの比率となっている。ただし、サ ンプル数の制約な ど特殊な要因が作用 している可能性 も

あり、参考値として とどめておく。

全 体(N=42)

プ ロデ ュー サ ー(N=6)

プ ロデ ュー サ ー兼

デ ィス トリ ビュ ー タ ー(N=7)

プ ロデ ュー サ ー兼 そ の他

イ ン ター ネ ッ トによ る

情 報 提 供(N=1)

0 10 20 30

図3-11流 通事業者経由でのデータベース売上高の比率
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3.4.7今 後3年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(自 社 レベル)

各企業に、今後3年 間で自社のデータベースの売上高がどの くらい伸びるかを年間平均伸び

率で予測 して もらった ところ(図3-12)、 回答企業52社 のうち売上高が増えると回答 した企

業は48.1%を 占め、中で も年率で20%以 上の伸びを見込んでいる企業は13.5%で ある。他方、

売上高が横ばいとの回答は34.6%、 減少するとの回答は17.3%と なっている。前回調査では、

売上高が増えると答えた企業は44.9%、 年率20%以 上の売上高増を見込んだ企業は13.0%で あ

った。前回に比べて今回は、プラス成長予測の割合は3ポ イン トほど増加 し、年率20%以 上の

成長予測の割合はほ とんど変化がみられなかった。

業態別にみると、プロデューサーでは増えるとする割合が50.0%(前 回調査40.0%)と なっ

てお り、前回か ら約10ポ イン ト増加 した。また、プロデューサー兼ディス トリビューターの

割合は57.1%(前 回35.7%、 前々回41.2%)、 プロデューサー兼その他インターネ ッ トによる

情報提供業は50.0%(前 回33.3%)と 、いずれ もプラス成長の割合が増加 しているが、サ ンプ

ル数が少ないため、参考値として とどめてお く。

全 体(N=52)
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情 報 提 供(N=2)
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図3-12今 後3年 間のデータベース売上高の年間平均伸び率予測分布(自 社レベル)
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3.4.8今 後3年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

続いて、各企業に今後3年 間における業界全体でのデータベース売上高の年間平均伸び率を

予測 して もらった(図3-13)。 回答企業50社 のうち売上高が増えると回答 した企業 は60.0%

(前回調査54.7%、 前々回調査59.5%)で 、中でも年率20%以 上の伸びを見込む企業は10.0%

(前回7.8%、 前々回8.1%)と いう結果である。前述の自社 レベルでの予測 と同様 に、ここで

も伸び率の見通 しは上昇傾向がみ られ る。

業態別にみると、プロデューサーでは増えるとする割合が66.7%(前 回調査50.0%、 前々回

45.5%)と なってお り、前回から16.7ポ イン ト増加 した。また、プロデューサー兼ディス トリ

ビューターでは71.4%(前 回38.5%、 前々回47.1%)と 大幅に増加 しているが、サ ンプル数が

少ないため、参考値として とどめてお く。
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図3-13今 後3年 間のデータベース売上高の年間平均伸び率予測分布(業 界 レベル)

なお、自社 レベルと業界 レベルの伸び率 を比較すると、プラス成長を予測する企業の割合で

は業界 レベルの方が約12ポ イン ト高いが、一方で、年率20%以 上の高い伸びを見込んでいる

企業の割合では自社 レベルの方が3.5ポ イン ト高くなっている。一部の事業者は、業界全体の

成長よりも速いペースでの成長を見込 んでいることが推察される。
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3.5提 供 情 報 の 概 要 と比 率

3.5.1提 供情報の内容

データベース事業者がいま提供 している情報の内容を、有償、無償データベースそれぞれに

ついて複数回答形式で答えてもらったところ、図3-14の 結果が得 られた。

まず、有償データベースサービスでは、「新聞/雑 誌/ニ ュース」への回答件数が26件 で最

も多く、うち 「有償で提供」が17件 であった。次いで 「企業財務/企 業情報」の回答件数が

17件 、「特許」が16件 と続く。「特許」では、「有償で提供」が15件 となっている。プロ向け

で専門性の高い情報は有償で提供されている。

一方、無償データベースサービスでは、「地図 ・交通 ・旅行 ・天気」や 「映画 ・音楽 ・スポ

ーツ ・その他娯楽」、 「店舗 ・施設紹介、所在地、電話番号」 といった日常生活 に密着 した情報

が有償データベース と比較すると上位に挙がっている。こうした情報は、主に個人ユーザーを

対象としてお り、対価を払って情報を購入 して もらうことの難 しさを示 している。

「新聞/雑 誌/ニ ュース」や 「企業財務/企 業情報」は有償、無償両方のデータベースサー

ビスで登場している。背景には、無償データベースで必要情報へのアクセスを試み、それで入

手できない場合、必要な らば対価を支払って当該情報を購入す るという、利用者の行動パター

ンや、利用内容や情報を制限した簡易版の無償データベースの提供を新規ユーザー獲得のため

のプロモーション活動に利用しているベンダー企業の姿があると推察される。
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百科事典/書 誌情報/書 籍案 内{10)

そめ他一般 情報(D

シ ョッピング ・商品紹介(8)

店舗 ・施設紹介 、所在地 、電 話番号(ID

地図 ・交通 ・旅行 ・天気(14)

映画 ・音 楽 ・スポ ーツ ・その他娯 楽(12)

就職/住 宅/資 産 運用 ⑥

ウ ェブ検 索、ウェ ブデ ィ レク トリーな どURL{3)

その他生活 関連情報(2)

特許(16}

医学/薬 学/生 命 学/生 物(10)

化学(9)

そ の他 自然科学 系情報 ⑧

電気/電 子/情 報{7)

建設(土 木/建 築)(5)

エ ネルギー/原 子 力/資 源/環 境/公 害(7)
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マ クロ経済/市 場/商 品(10}

金融/証 券/為 替 ⑧

各種 産業情 報(11)

ビジネスそ の他 ⑥

そ の他(2}

010(カ
ッコ内は各情報ごとの回答件数合計)

図3-14現 在提供 している情報の内容(有 償 ・無償、複数回答)

20
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3.5.2提 供情報の構成比率と拡大 ・縮小見込み

有償、無償を問わず、提供情報の分野別構成比(売 上高あるいは利用者数な どに基づ くシェ

ア。合計を100%と したときの分野別パーセンテージ)を 回答 して もらい、単純平均 した結果

が表3-3で ある。最 も大きなシェアを有 しているのは 「自然科学 ・技術」の26.6%で あり、「一

般」の24.5%、 「生活関連情報」の24.3%、 「ビジネス」の23.6%、 と続いている。

ただ し、前回調査 と比較すると 「自然科学 ・技術」は8.8ポ イ ント減 となる一方、「生活関

連情報」は8.9ポ イ ン ト増加 している。個人ユーザー向けの情報提供が増えていることを伺わ

せる結果となって いる。

表3-3提 供情報の構成比率(構 成比%)

今 回調査(N=48) 前回調査(Nニ58)

亘

新聞/雑 誌/ニ ュース

24.5 25.9

.

人物/機 関情報

行政/法 律/政 治

百科事典/書 誌情報/書 籍案内

その他一般情報

生
活
関
連
情報

シ ョッ ピン グ ・商 品 紹 介

24.3 15.4

店舗 ・施設紹介、所在地、電話番号

地 図 ・交通 ・旅 行 ・天気

映 画 ・音楽 ・ス ポ ー ツ ・そ の 他娯 楽

就職/住 宅/資 産運用

ウェ ブ検 索 、 ウ ェ ブ デ ィ レク トリーな どU肛

その他生活関連情報

自
然
科
学
・

技
術

特許

26.6 35.4

医学/薬 学/生 命学/生 物

化学

その他自然科学系情報

電気/電 子/情 報

建設(土 木/建 築)

エネルギー/原 子力/資 源/環 境/公 害

機械/金 属/素 材

その他技術関連情報

社会科学 ・人文科学 0.0 0.2

ビ
ジ
ネ
ス

企業財務/企 業情報

23.6 19.6

マクロ経済/市 場/商 品

金融/証 券/為 替

各種産業情報

ビジネスその他

その他 1.0 3.4

合計 100.0 100.0
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さ らに、有償、無償を問わず、今後において拡大あるいは縮小が見込 まれる情報分野を選択

してもらった(表3-4)。 「今後拡大」への回答状況をみると(た だし回答件数が5件 以上の項

目に限る)、 「一般」では 「新聞/雑 誌/ニ ュース」、「生活関連情報」では 「地図 ・交通 ・旅行 ・

天気」、「映画 ・音楽 ・スポーツ ・その他娯楽」、「ビジネス」では 「企業財務/企 業情報」への

回答がそれぞれ高い。

表3-4提 供情報の拡大 ・縮小見込み (件数)

回答件数

合計
今後拡大 今後縮小

巫

新聞/雑 誌/ニ ュース 14 12 2

人物/機 関情報 2 1 1

行政/法 律/政 治 2 1 1

百科事典/書 誌情報/書 籍案内 5 4 1

その他一般情報 0 0 0

生
活
関連

情
報

ショッピング ・商品紹介 4 3 1

店舗 ・施設紹介、所在地、電話番号 5 4 1

地図 ・交通 ・旅行 ・天気 7 6 1

映画 ・音楽 ・スポーツ ・その他娯楽 6 5 1

就職/住 宅/資 産運用 3 3 0

ウェブ検索 、ウェブデ ィレク トリーな どURL 1 1 0

その他生活関連情報 2 1 1

自
然
科
学

・

技
術

特許 6 3 3

医学/薬 学/生 命学/生 物 2 2 0

化学 1 1 0

その他自然科学系情報 0 0 0

電気/電 子/情 報 2 2 0

建設(土 木/建 築) 1 1 0

エネルギー/原 子力/資 源/環 境/公 害 1 1 0

機械/金 属/素 材 2 2 0

その他技術関連情報 0 0 0

社会科学 ・人文科学 0 0 0

ビ
ジ
ネ
ス

企業財務/企 業情報 9 9 0

マクロ経済/市 場/商 品 2 0 2

金融/証 券/為 替 1 1 0

各種産業情報 3 3 0

ビジネスその他 1 1 0

その他 1 1 0
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3.5.3提 供 デ ータの方 式

現在 、デー タベース事業 者が提 供 して いるデー タの形式 を複数 回答 形式 で答 えて もらった と

ころ 、図3-15の 結果 が得 られ た。最 も多 く提 供 されて いるデー タ形式 は文字 デー タの 「テ キ

ス ト形 式 フ ァイル」 であ り、 回答率 は78.5%に 達 して いる。次 いで、数 値デ ータの 「表 計算 、

カ ンマ 区切 りな ど加 工分析 可能な デー タフ ァイル」(44.6%)、 「BMP・JPGな どの画像 ファイ

ル」(41.5%)の 順 で回答率 が高 い。
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数
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デ
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タ

テキス ト形式ファイル

画像化など改変を防ぐ形に変換されたもの

XMLな ど共通化書式を含むもの

その他

表計算、カンマ区切 りなど

加工分析可能なデータファイル

画像化など改変を防ぐ形に変換された もの

XMLな ど共通化書式を含むもの

その他

BMP・JPGな どの画像ファイル

音

「

l

」

「

ー

」

楽

・
音

声

映

像

(
動

画
)

音声ファイルのダウンロー ド

音声ファイルのス トリーミング

映像ファイルのダウンロー ド

映像ファイルのス トリーミング

マルチメディア、ソフ トウェアなど

0 20 40 60

図3-15現 在提供している情報の形式(N=65、 複数回答)

80 100

各 デー タ形 式の 内容 を概観 す る と、 「文字デー タ」 では 「テ キス ト形 式」 の ほか 「画 像化な

ど改変 を防 ぐ形 に変換 され た もの」(30.8%)、 「XMLな ど共通 化書 式 を含 む もの」(23.1%)と

いった状況 である。また、「数 値デー タ」で は 「表 計算、カ ンマ区 切 りな ど加工分 析可能 なデー

タフ ァイル」のほか 、「画像化 な ど改 変 を防 ぐ形 に変換 された もの」(13.8%)、 「XMLな ど共 通

化 書式 を含む もの」(12.3%)と な ってお り、文字デー タに比べて 遅れ て いるが、数値デー タの

XMI,化 も拡大 の動 きが み られ る。また、「映像 フ ァイル のス トリー ミング」(13.8%)も 進展 し

て いる。
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3.5.4コ ンテンツを提供 して いる媒体

図3-16に は、オンライン、オフライ ンの別に、コンテンツの提供媒体 とその分野別内訳を

示 している。

オンライ ンでは 「インターネ ット(パ ソコン向け)」 でのコンテンツ提供が最 も多 く、全分

野を合わせると延べ85社 に達 している。その分野別内訳をみると、「ビジネス」が延べ23社 、

「一般」が延べ22社 、「自然科学 ・技術」が延べ15社 、「生活関連情報」が延べ14社 となっ

ている。次 いで回答が多かったのは 「携帯電話、PDA向 け」(延 べ26社)で あ り、その分野

別内訳は 「生活関連情報」が延べ8社 、「一般」 と 「ビジネス」が延べ7社 であった。

一方、オフライ ンでは、「CD-ROM/DVD」 の延べ30社 が トップであ り、内訳は 「ビジネス」

が延べ12社 、次いで 「自然科学 ・技術」が延べ10社 、「一般」と 「生活関連情報」がいずれ

も延べ4社 であった。オ ンライ ンの 「インターネ ット(パ ソコン向け)」 と同様に、比較的バ

ランスの取れた分野構成となっている。

なお、オンラインおよびオフラインの延べ社数を比較す ると、オンライ ンの延べ127社 に対

してオフラインは延べ51社 となってお り、前回調査 と比べてオフラインの割合は減少してい

る。
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ト
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外

パ ソ コ ン向 け

携帯 電話 、PDA向 け

その他

公衆回線

専用回線

その他

CD-ROM/DVD

MT

その他

■一般1ロ 生活関連情報

自社会科学 ・人文科学 ロビジネス

Z自 然科学 ・技術

ロその他

{計85}

(注)各 媒体で提供している分野を複数回答。その回答数を積み上げているため、単位は 「延べ社数」。

図3-16コ ンテンツの提供媒体別の分野別提供社数
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3.5.5媒 体 別の売上 高上 位分 野

オ ンライ ン、オ フライ ン別 に、 コ ンテ ンツ提供 媒体 ごと に売 り上げが多 い分 野 を、上位5つ

まで挙げて もらった。 さほ ど多 くの回答が得 られ なか った が、5社 以上か ら回答 され た売 上高

上位分 野 を列挙 す る と、表3-5の よ うにな る。

5社 以 上 の回答が あ った のはオ ン ライ ンの 「イ ンターネ ッ ト(パ ソ コン向 け)」 の うち 、 「新

聞/雑 誌/ニ ュース 」で12社 、 「科学技術/特 許」 で9社 、 「企業 ・財務情報」 で8社 、 「人物

情報(Who'sWho)」 で5社 と、 オ フライ ンの 「CD-ROM/DVI)」 の うち、 「科 学技術/特 許」 で5社

で あった 。

表3-5媒 体別の売上高上位分野

媒体区分 回答社数

オ ンライ ン(イ ンターネ ッ ト ・パ ソコン向け)

新聞/雑 誌/ニ ュース 12

科学技術/特 許 9

企業 ・財務情報 8

人物情報(Who'sWho) 5

オ フ ライ ン(CD-ROM/DVD)

1科学技術/特 許 5
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3.6デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス の コ ス ト構 造

デー タベースの構築、維持管 理 、サ ー ビス提供 等 にかか る経費(人 件費 、外注費、管理 費な

どか らな る)の 内訳をみ る と、 図3-17に あ るとお り、 「デ ー タ入 力」(21.0%)が 最大 の費 目

とな って いる。以下 、「デー タ収集」(20.8%)、 「分析 ・加 工」(12.3%)、 「シス テム設 計」(10.9%)、

「ハ ー ド ・ソフ トリース 料等」(10.7%)、 「プ ログ ラム 開発」(10.5%)と 続 いて いる。 システ

ム設 計や プ ログ ラム 開発 な どの 開発関 連経 費よ りも、デー タ入 力、収集 、加 工 といった維 持 ・

更新経 費の方の ウエー トが大 きい とい うコス ト構 造は前 回調 査 と基本 的 に変 わ って いない。

マ ニ ュ ア ル 作 成

.1%

セ キ ュ リ テ ィ ー

3.1%そ の 他

8.6%

ハ ー ド ・

ソ フ ト

リー ス 料 等

10.7%

デー タ入 力

21.O%

回答件数
44社

シ ス テ ム 設

10・9%分 析 ・加 工

12.3%

デ ー タ収 集

20.8%

図3-17デ ータベース構築、維持管理、サービス提供等にかかる経費の内訳
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続 く図3-18は 、データベース経費全体 に占める外注費、人件費それぞれの比率の分布を示

して いる。外注費の比率では 「0%」 が10社 で最 も多 く、「90%以 上」(6社)が これ に続いて

いる。前回調査では10%未 満(0%を 含む10%未 満)が3社 であ り、外注費の比率が10%未

満の企業が大幅に増えている。

一方の人件費では 「90%以 上」への回答が9社 で最も多い
。次いで 「0%」、「10%未 満」、「20%

以上30%未 満」および 「80%以 上90%未 満」の5社 となっている。

前回調査 と比較す ると外注費および人件費の比率は10%未 満が増えている。

0%

10%未 満

10%以 上20%未 満

20%以 上30%未 満

30%以 上40%未 満

40%以 上50%未 満

50%以 上60%未 満

60%以 上70%未 満

70%以 上80%未 満

80%以 上90%未 満

90%以 上

0 5 Ol 51

図3-18デ ータベース経費全体における人件費率と外注費率の分布

なお、各企業か らの外注費、人件費比率の回答 に基づいてそれぞれの平均値を求めると、外

注費は36.6%(前 回38.6%)、 人件費は46.6%(前 回調査57.4%)と な り、前回か ら今回にか

けて外注費、人件費ともに比率が下がっていることが伺える。

さらに今回の調査では総売上高に占めるデータベース経費比率をたずねた ところ、「10%以

下」への回答が最も多 く、52.8%で あった。平均比率は19.0%と なっている。
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3.7期 待 す る メ デ ィ ア

情 報提 供 の媒体 、手段 、サー ビス と して今後 拡大 す ると期待 す る項 目を複 数 回答方 式で答 え

て もらった ところ 、図3-19の 結 果が得 られた 。

「携帯電話 向 け情報サ ー ビス」への 回答が76.8%で 最 も多 く、他項 目を大 き く引き離 して い

る ことか ら、モバイル 向 けサー ビスへ の期待 の高 さが うかが え る。以下、「ポ 一 夕ルサイ ト ・検

索エ ンジ ン」(36.6%)、 「デ ジタル 放送 ・ブ ロー ドバ ン ド放 送」(32.9%)、 「公衆 無線LAN」(29.3%)、

「イ ンターネ ッ ト広告」(26.8%)、 「プ ログ(Weblog)」(25.6%)と 続 いて い る。

携帯電話向け情報サービス

ポータルサイ ト・検索エンジン

デジタル放送 ・ブロー ドバンド放送

公衆無線LAN

インターネッ ト広告

プ ロ グ(Weblo9)

RSS

3Dバ ー チ ャル プ ラ ッ トフ ォー ム

電子政府サイ ト
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図3-19今 後拡大すると期待するメディア(N=82、 複数回答)
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3.8不 安 ・問題 点

3.8.1デ ータベース事業を進めていく上での不安 ・懸念

インターネ ット関連事業を含むデータベース事業を進めていく上での不安 ・懸念について複

数回答形式で答えて もらった ところ、図3-20に 示 しているように、(ア)「 データベースの無

料化が進み有料データベース利用の伸びに影響が出る」への回答率が44.7%で 最も高かった。

これへの回答率は前回調査に比べて3.6ポ イン ト高くなっている。2位 は(イ)「 データベース

の著作権(知 的財産権)が どう保護されるか心配」の36.5%で ある。3位 は(ウ)「 外部か らの

不正アクセスやウイルスによる被害な どセキュリティー上の不安がある」の31.8%、4位 は(エ)

「個人情報 ・機密情報など、漏えいの恐れがある」、(オ)「 サー ビス充実を図ろうとするが設備

投資やサー ビス要員 にかかるコス ト負担が大きい」が同率の30.6%で 並んでいる。

前回調査での1位 ～5位 は(ア)、(ウ)、(エ)、(オ)お よび 「公的機関がデータ ・情報を原

則無料でサー ビス し民業圧迫の恐れがある」であった。上位 の顔ぶれは今回とさほど変わらな

いが、(イ)は 前回調査と比較して7ポ イン ト増加してお り、データベースの知的財産権保護

への関心が高まって いることを伺わせる結果となった。

また、同じ図3-20で データベースプロデューサーの回答率を前回調査 と比較 してみた。全

体集計で トップの(ア)に ついては、75.0%(前 回調査比37.5ポ イン ト増)と 回答率が顕著に

高 くなっている。 ここか ら、データベース販売者が商用データベースの売れ行きについて大き

な不安 を抱いていることが分かる。同じことが、全体集計で6位 の 「公的機関がデータ ・情報

を原則無料でサー ビス し民業圧迫の恐れがある」 についてもいえる。 この問題に対するプロデ

ューサーの回答率は、37.5%(前 回調査比12.5ポ イン ト増)と4割 弱を占め、無料サー ビスに

よる商用データベースの売り上げ圧迫への深刻な懸念を表していると考えられよう。

他方、全体集計で4位 の(オ)に ついて、プロデューサーの37.5%(前 回調査比12.5ポ イ

ン ト増)が 回答 を寄せている。全体集計の回答率は30.6%に とどまっていることか ら、コス ト

面への関心の高さを伺わせる。

その他の項 目では、プロデューサーの25.0%が 「従来の提供チャンネル との調整が難 しい」

と回答を寄せてお り、IT技 術の進展に合わせて新サー ビスを提供することと従来か らのサー

ビス維持のはざまで悩んでいる姿が推察 される。
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図3-20デ ータベース事業を進めていく上での不安 ・懸念
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3.8.2デ ータベース構築上の問題点

各企業よ り、データベースを構築する上での問題点を複数回答形式で答えて もらったところ、

図3-21に 示 しているとお り、「データの収集、入力などの構築作業 にコス トと時間がかかる」

への回答率が68.5%で トップとなっている。以下、「構築後のメンテナンスコス トが負担にな

る」(43.8%)、 「セキュリティー対策への不安」(27.4%)、 「収支が見通せない」(21.9%)、 「プ

ログラマーなどのシステム開発担 当者が不足」(20.5%)、 「初期投資が大きく回収困難」(19.2%)

が続いている。

図から分かるように、上位項 目は前回か ら大きな変動はみられず、依然としてコス トに絡む

問題は重大であると推察できる。

「セキュリティー対策への不安」の回答率は、前々回が36.0%、 前回が25.0%で 、今回は27.4%

となった。前々回の上昇には情報漏えい事件の頻発といった社会的背景が あったと察せ られる。

他方、前回の低下には、個人情報保護法の施行 を契機とした社会一般へのセキュリティー意識

の浸透な どが影響 している可能性がある。ただ し、個人情報の流出な どセキュ リティーを脅か

す事件 ・事故は依然として少なか らず発生してお り、「セキュリティー対策への不安」への回答

率が今回上昇した ことか らも関心の高さが伺える。

なお、前回調査よ りも回答率が特 に高かったのは、「データの収集、入力な どの構築作業にコ

ス トと時間がかかる」(前 回50.9%→ 今回68.5%)で あ り、17.6ポ イン ト上昇した。また、「プ

ログラマーなどのシステム開発担当者が不足」(前 回13.4%→ 今回20.5%)、 「インデクサーな

どのデータ作成者が不足」(前 回1.8%→ 今回9.6%)が 前回調査 に比べて増加 した。団塊の世代

の大量退職 もあ り、労働人 口の減少は大きな課題となってお り、人手不足に対する問題意識は

高いと見 られる。
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図3-21デ ータベース構築上の問題点

次 に、 これ らを業 態別 にみ ると図3-22の とお りで ある。 「デー タの収集 、入 力な どの構 築

作業 にコス トと時 間がか かる」で は50社 が 回答 し、そ の うち プロデ ューサーが8社(業 態別

企業 の1qo%)、 プ ロデ ューサ ー兼デ ィス トリビュー ターが4社(同66.7%)と なった。同様 に

「構築後 のメ ンテ ナ ンス コス トが負担 にな る」(回答32社)を みる とプロデ ューサーが2社(同

25.0%)で あ るの に対 し、プ ロデ ューサ ー兼デ ィス トリビュー ターが3社(同50.0%)と なっ

て いる。 「初 期投資 が大 き く回収困難」(回 答14社)で は プロデューサー の2社(同25.0%)

に対 し、 プ ロデ ュー サー 兼デ ィス トリビュー ター は1社(同16.7%)で あ った。 さ らに、 「収

支が見通せ な い」(回 答16社)で はプ ロデ ューサ ーが2社(同25.0%)で あるの に対 し、 プ ロ

デ ューサー 兼デ ィス トリビュー ター が2社(同33.3%)と な って いる。
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(注)カ ッコ内は今回調査 の回答業態別企業のうち、設問 に答えた企業の割合。

図3-22デ ータベース構築上の問題点(業 態別)
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3.8.3無 料のデ ータベースサ ー ビスの脅威度

ベ ンダー各社 に、イ ンター ネ ッ トな どを通 じて提供 され る無料 のデータベ ース(利 用者 には

課 金 しな い)サ ー ビスは脅威 とな って いるか答 えて もらった 。結 果 は、図3-23に 示 して いる

とお り、「どち らともいえな い」への回答 率が43.2%で 最 も高 く、「や や脅威 に感 じる」(22.2%)、

「大変脅威 に感 じる」(13 .6%)と 続 いて いる。

3割 以上 の企 業が無料 のデ ータベー スサー ビスを脅威 に感 じて いる という結 果 とな った 。一

方 、脅威 を感 じて いな い企 業(「あ ま り脅 威 に感 じない」・12.3%+「 全 く脅威 に感 じない」・8.6%)

は、2割 程 度 とな って いる。

全 く脅威 に

感 じな い

8.6%

あま り脅威 に

感 じな い

12.3%

大変脅威 に

感 じる

13.6X

回答件数 や憲蟹 に
81社22.2%

ど ち ら と も

い え な い

43.2X

図3-23無 料のデータベースサービスの脅威度
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3.9内 部 統 制 や個 人 情 報 保 護 等 の影 響 につ いて

3.9.1日 本版SOX法 施行の影響度

各企業に、 日本版SOX法 の施行がどのように影響 したか、 ビジネス面とシステム面につい

てたずねたところ、図3-24に 示す結果 となった。

ビジネスに関しては、 「変わ らない」が71.8%で 最も多 く、以下 「ややプラスの影響が大き

い」(12.9%)と 「ややマイナスの影響が大きい」(12.9%)が 同率で続 く。プラスの影響への

回答 は14.1%、 マイナスへの影響 も14.1%で あり、同率の結果 となった。

システムへの影響 については、ビジネス同様 「変わらない」(78.8%)が 最 も多かったが、「や

やマイナスの影響が大きい」(17.6%)の 回答率が高い。 プラスに影響 したと回答 した企業は

2.4%に とどまった。 日本版SOX法 は、システム面においてはややマイナスの影響が大きいこ

とが伺える。

ビジネスに とっては(N=85)

システムにとっては(Nニ85)

12

0% 20% 40% 60% 80%

1.2

1.2

100%

図プラスの影 響が大きい

圃変わ らない

■マイナスの影響が大きい

目ややプラスの影響が大きい

ロややマイナスの影響が大きい

図3-24日 本版SOX法 施行の影響度
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3.9.2個 人情報保護法施行の ビジネスへの影響度

個人情報保護法の施行は、ビジネスにとって どのような影響があったか答えて もらった とこ

ろ、図3-25に 示す結果が得 られた。

マイナスの影響が大きいと回答 した企業は37.5%(「 ややマイナスの影響が大きい」・34.1%

+「 マイナスの影響が大きい」・3.4%)で 、プラスの影響が大きいと回答 した企業は14.7%(「 や

やプラスの影響が大きい」・10.2%+「 プラスの影響が大きい」・4.5%)を 上回った。 「変わ ら

ない」 と回答 した企業は、47.7%と なった。

個人情報保護法の施行によるビジネスへの影響をプラス面 とマイナス面で比較するとマイナ

スと感じている企業の割合が、プラス と感じている企業の2倍 以上あり、マイナス面の方がよ

り大きいと認識されている。

マイナスの影

響が大きい
3.4%

ややマイナス
の影響が大き

い

プラスの影響
が大きい ややプラスの

4・5%影 響が大きい

10.2%

回答件数
88社

変 わ らな い

47.7%

図3-25個 人情報保護法施行のビジネスへの影響度
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3.9.3無 料のデ ータ ベ ース サー ビスの今後 につ いて

図3-26は 、イ ンター ネ ッ トな どを通 じて提供 され る無 料デー タベースサ ー ビス の今後 につ

いてたずね た結 果 を示 した もので ある。

「やや 増えて い く」へ の回答率が最 も多 く、60 .9%を 占めた。 「大幅 に増 えて い く」 は20.7%

であ り、 増えて い く と予想す る企 業は81.6%を 占めた。以 下、 「変 わ らな い」(14 .9%)、 「や や

減 って い く」(3.4%)と 続 いて いる。減って い くと回答 した企業 は3.4%に と どまった。今後 無

料 デー タベースサ ー ビス はさ らに増加す ると考 え られ て いるよ うだ。

大 幅 にやや 減 って い く

減 って い く3
.4%O

.O%

変 わ らな い

14.9%

大 幅 に

増 えて い く

20.7%

回答件数

87社

や や増 えて い く

60.9%

図3-26無 料のデータベースサービスの今後について
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3.9.4デ ータベースの2次 利用 についての対応

データベースの2次 利用への対応にっいて、図3-27に 示す結果が得 られた(複 数回答)。

「2次 利用は認めていない」が37.1%で 最も多く、以下、「適正な利用料金 を徴収 している」

(32.9%)、 「事前に利用申請書を受け付 けている」(25.7%)、 「引用を入れるように要請 してい

る」(17.1%)と 正規のルールに則 った運用を要請 してお り、 「特 に何 も制限は設けていない」

(14.3%)と 回答 したベ ンダーは少ない。ユーザー側の調査(38頁 参照)で は、「特に何 も制

限は設けていない」が41.6%と いう結果になってお り、ベンダーとユーザーの間には2次 利用

について大きな意識の違いがあることが伺える。

また、データベースを利用者が不正に2次 利用 した場合の対応を複数回答形式で答えてもら

ったところ、図3-28の ような結果となった。

「必ず、事前に承諾書をとるようにしている」 と 「利用の差 し止め要請をした」の回答率が

いずれ も37.9%と4割 近 くが厳格な対応をしている。一方、不正利用に対 しての 「特に何 も制

限は設けていない」と回答 したベンダー も27.3%あ り、不正利用に対 しての対応が依然 として

課題 になっていることが伺える。

2次 利 用は認め ていな い

適正な利用料金を徴収している

事前に利用申請書を受け付けている

引用を入れるよ うに要請 してい る

特に何も制限は設けていない

図3-27

その他
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デ ータ ベ ー ス の2次 利 用 につ いて の対 応(N=70、 複 数 回答)
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使用料を請求した
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37.9

37.9

図3-28デ ータベースを利用者が不正に2次 利用した場合の対応(N=66、 複数回答)
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(2)「 企業を対象と した電子情報サー ビス利用の実態調査(ベ ンダー編)」 調査票
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ユーザ ー編 2008年 版 「電子情報サービス」 資料

企業 を 対象 と した電 子情 報 サ ー ビス利 用 の 実態 調 査

2008年1月 財団法人 日本情報処理開発協会

データベース振興セ ンター
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◆ 「ご回答者氏名」等の個人情報をご記入いただくのは、ご回答いただきました内容について不明な場合、
電話等で簡単に確認させていただくためです。その他の目的には一切使用いた しませんので、ご了承くだ
さい。

◆ご回答いただきました調査票は2008年1月21日(月)ま でにご返送いただけますようお願いいたし
ます。

【本調査 に関するお問い合わせ先】

株式会社 日経 リサーチ 社会経済調査グループ 電話03-5296-5128FAX.03-5296-5107

平 日10:00～17:00(電 子情報サービス利 用の実態調査 担 当 森、坂井)

ぎ
　順

日経リサーチば99年8月 に

財団法人日本情報処理開発

協会より、個人情報を適切に

取り扱っている企業に付与
されるプライバシーマークの

付与認定を受けています、

一 日本経済新聞グループの総合調査会社 一

株爺社日経リサーチ
〒101-0048東 京都 千 代 田 区神 田 司町2-2--7

八二クサイド1ピ ル 社 会 経済 鯛 査 グ ルー プ

TELO3-5296-5128担 当:坂 井 、森

FAXO3-5296-5107鯛 査NoO7-523-0074

★ご回答いただくにあたって、貴社及びご回答者についてご記入をお願い致します。

貴社名

(または団体名)

所在地 〒

ご回答者役職名
ご芳名

ご回答者連絡先電話番号 内線
e－団ail:

資本 金(非 営 利法 人にお いては 、基金、出資 金等) 兆 千億 百僚 十億 億 千万 百万

最近1年 の年 商(売 上 高)

〔籍総 灘 難 欝§翼劉
†兆i兆

…
.

千億 百僚 †億 億 千万 百万

従業員数〔㌶ 灘 《糟 已 庁の場創ま関㈱ 署の〕 十万 万 千 百 十 一

円

円

人

※ 上 記 の うち 、 資本 金 、 年 商 、従 業 員数 につ き ま して は 、2006年4月1日 以 降 、最 も直 近 に終 了 した 事 業 年度 で ご回

答 くだ さ い。
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基礎調査 貴社の主力業種

辮 認__下 記の表から旦 選択して番号でご回答くださ"__口
番号 業種 グループ 含 ま れ る 業 種
Ol 建設業 建設業
02 石油 ・化学工業 医薬品製造業,石 油業,化 学工業
03 鉄鋼 ・非鉄 ・金属製品製造業 鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業
04 機械器具製造業 電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

05 その他製造業 食 品 工 業,繊 維 ・紙 ・パ ル プ 業,ガ ラ ス ・土 石 製 品,印 刷 業,そ の 他

製 造 業

06 商業 卸業,小 売業
07 金融 ・保険業 金 融 業.証 券 業.保 険 業
08 情報処理業 情 報 処 理 サ ー ビ ス ・ソ フ トウ ェ ア 業

09 情報提供業 情報提供業
10 新聞 ・出版業 新聞業,出 版業
ll 放送 ・通信業 放送業,通 信業
12 不動産業 不動産業

13 運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス 運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス

14 その他サービス業
飲 食 業,宿 泊 業,対 事 業 所 サ ー ビ ス,シ ン ク タ ン ク,広 告,そ の 他

サ ー ビ ス 業

15 公共サー ビス
学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,組 合 ・
諸団体,政 府 ・地方公共団体

16 その他 農 ・林 ・水 産 業,鉱 業,そ の 他

注)以 下の設問は、可能な限 り全社的な利用の実態についてご回答をお願いするものです。設問の内容によ
り、貴社全体の状況を把握することが難 しい場合には、ご回答者が把握し得る部門のみを対象 としてお答え

下さっても結構です。

商用データベース/無 料データベースの利用

問2.貴 社では外部の商用データベース(‡1)あ るいは無料データベース{零2)(MT、CD-ROMな どのオフラインデ
ータベースを含む)を 利用していますか。該当する番号を1つ 選び、○印をお付けください。

商 用デ ータベ ース、無 料デ ータベ ースのどちらも利 用 している

商 用デ ータベ ースの みを利 用 している

無料 ア ータベ ースの みを利 用 している

※商用 デー タベ ースを利 用しない理 由をご記 入 下 さい。

外 のデ ータベ ースは利 用 していない

※外 部 のデー タベ ースを利 用しない理 由をご記 入 下 さい。

(.1)商 用 デ ー タ ベ ー ス … こ こで は 、 国産 ・海 外 製 の 別 な

く有料 のデ ー タ ベ ー ス を指 します 。

(つ)無 料 デ ータ ベ ー ス … 例 と して 、以下 の ものが あ げ ら

れ ます 。

● 無料 の会 員 制 デ ー タベ ー スサ ー ビス(会 員 登録 必 要)

●検 索 エ ンジ ン(Yahoo、Gcogle、lnfoseek、goo等)

● 公 的 機 関'(行 政 、 団 体 等)の ホ ー ム ペ ー ジ

● 民 間企 業 が 提 供す るホ ー ム ペー ジ

● 無 料 配 布 され た オ フ ラ イ ン メデ ィ ア(CD・ROM、

DVD等)

(但 し、有 料 の雑 誌 の付 録 は含 み ま せん)

今後の商用データベースの利用について

問3.今 後の商用データベースの利用について、該当する番号に1つ ○印をお付けください。

1 継続 して利用する ∫
2 将来利用する予定である

3 利用する予定は全くない ●

2.と お答えの方は問11に お進みください。

,.とお答えの方は_〔 隠;:欝 麦;鶏1;::欝1鰺1:
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商用データベースの利用状況と今後の見通 し

商用データベースの利用状況 と今後の見直 し

問4.貴 社における商用データベースの利用状況と今後の利用見通しについてご回答ください。
(1)2006年 度の商用データベースの年間利用金額は前年度(2005年 度)に 比べ、どうでしたか。ア)増 減の傾向よ り、

該当する番号に○印を⊥2お 付けください。また、「増えた」(1)、 あるいは 「減った」(3)と 回答された方は、イ)
増減の理由より該当する番号に○印をお付けください。(○はいくつでも)

ア)増 減の傾向

イ)増 減の理由

蟹 新 しい業務が始まり検 索量が拡大した.

利 用 で き る商 用 デ ータ ベ ー スサ ー ビス の契 約 を
ごや した

その略 体的に

蝦;㌫ 二=驚2用 するよう{こなった

壊 利 用 して い る商 用 デ ー タ ベー ス サー ビス 契約 数 を』由

整 理 した

その他P体 的に

(2)2007年 度の商用データベースの年間利用金額は前年度(2006年 度)に 比べ、どのような見通しですか。ア)増 減の

傾向より、該当する番号に○印を⊥2お 付けください。また、r増える」(1)、 あるいは 「減る」{3)と 回答された方

はイ)増 減の理由より該当する番号に○印をお付けください。(○はいくつでも)

ア)増 減の傾向

イ)増 減の理由

堪
利 用 で き る商 用 ア ー タペ ー スサ ー ビス の契 約 を

や

票 その他ピ体的に

填
り 利 用 して い る商 用 ア 一 夕 ベー ス サー ビス 契約 数 を

る

その他ピ体的に

(3)貴 社において、商用データベースをよく利用する部門を立⊇選び、下の該当する番号に○印をお付けください。

利 用 企 画 調 査 研 究 特 許
システム

開発 生 産 環 境 営 業 総 務 法 務
経理
財務

その他
部門

3つ を選択 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12

(4)2006年 度 で 利 用頻 度 の 高 か った商 用 デ ー タ ベ ース サ ー ビス上llZ.S.2の オ ン ライ ンサ ー ビス 名 とデ ー タ ベ ース サ ー ビ

ス 名 を 、次 頁 の 表1,2よ り選 び 、番 号 で お 答え くだ さい。 また 、 「そ の 他 」 の と きは 具 体 名 を ご記 入 くだ さ い。

(例) (例)
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表1オ ンラインサービスー覧

Ol @nifty(ニ フ テ ィ)

02 BIGLOBE(NEC)

03 BRANDY(ト ム ソ ンコー ポ レー シ ョ ン)

04 COSMOSNET2000(帝 国 デ ー タバ ン ク)

05 DataStar(ジ ー ・サ ー チ)

06 DIALOG(ジ ー ・サ ー チ)

07 1〕owJonesInteractive(Factiva)

08 e-1nfoStream(日 本 電 子 計 算)

09 ELNET(エ レ ク トロニ ック ・ライ ブ ラ リー)

10 G-Search(ジ ー ・サ ー チ)

ll JACICNET(日 本建設情報総合セ ンター)

12 iJAMP(時 事通信社)

13 JAPICDOC(日 本 医 薬 情 報 セ ン ター)

14 HHweb(時 事通信社)

15 mream皿(科 学技術振興機構)

16 LEX/DBイ ンタ ーネ ッ ト(TKC)

17 LexisNexis(レ ク シ スネ ク シス)

18 GeNii(国 立情報学研究所)

19 NEEDS(日 本経済新聞デジタルメデ ィア)

20 NICHIGAIパEBServive(口 外 ア ソ シエ ー ツ)

21 PATOuS(パ トリス)

22 Questel・Orbit(パ ト リ ス)

23 QUICK(QUICK)

24 REUTERSBusinessBriefing(Facnva)

25 STN(化 学情報協会)

26 TSR-VAN2(東 京 商 工 リサ ーチ)

27 日経 テ レコ ン21(日 本経済新聞デジタル メディア)

99 その他
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表2デ ータ ベ ー スサ ー ビス 一覧

Ol BIOSISPreviews(DataStar,Dialog,STNInternationaL@niftyな ど)

02 BOOKPLUS(NICHIGAI/冊Bな ど)

03 BRANDY(ト ム ソ ンコー ポ レー シ ョ ン)

04 CA/CAPIus/CA-SEARCH(STNInternationaLDialogQuestel・Orbitな ど)

05 CLAIMS/IFI(STNInternationallDialog,Questel・Orbitな ど)

06 COMPENDEX(DataStar,Dialog,STNInternational,@niftyな ど)

07 COSMOS2(帝 国 デー タ バ ン ク企 業 情 報)(COSMOSNET,G-Search,日 経 テ レ コ ン な ど)

08 ELMOR(ELNET)

09 EMBASE(DataStar,Dialo&STNInternational,@niftyな ど)

10 INPADOC(STNInternationa1,DialogQuestel・Orbitな ど)

11 Inspec(DataStar,Dialog,STNInternational,@niftyな ど)

12 JAMP(iJA]MIP)

13 JMEDPIus(」OIS,日 経 テ レ コ ン,G-Search)

14 JSTPIus(」OIS,日 経 テ レ コ ン,G-Search)

15 MEDLINE(DataStar,Dialog,STNInternaUonaL@niftyな ど)

16 NTIS(Dialog,STNInternational,@niftyな ど)

17 PATOLIS特 許 ・実 用 新 案 ・商 標 ・意 匠 フ ァイ ル(PATOLIS,日 経 テ レコ ン)

18 QUICK(QUICK)

19 Registry(STNInternational)

20 TKC法 律 情 報 デ ー タ ー ベ ー ス(TKC,日 経 テ レ コ ン,G-Search,@niftyな ど)

21 TRADEMARKSCAN(G-Searchな ど)

22 TSR(東 京 商 工 リサ ー チ 企 業 情 報)(TSR-VAN,日 経 テ レコ ン,G-Searchな ど)

23 冊0(NICHIGAI/WEB,G-Searchな ど)

24 Derwent冊1(STNInternationaLDialog,Queste1・Orbitな ど)

25 朝 日 新 聞 記 事 デ ー タ ベ ー ス(asahi.co皿Perfect,日 経 テ レ コ ン,G-Searchな ど)

26 明 日の 新 薬(e-lnforStream)

27 医 学 中央 雑 誌(医 学 中央 雑 誌 刊 行 会,e-lnfoStream)

28 日経BP雑 誌 記 事 デ ー タベ ー ス(日 経 テ レコ ン 、G-Search,@ninyな ど)

29 日経POS情 報(NEEDS,日 経 テ レコ ン)

30 日経 冊0'S冊0(NEEDS,日 経 テ レコ ン)

31 日経 財 務 デ ー タ(NEEDS,日 経 テ レ コ ン)

32 日経 新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス(日 経 テ レコ ン,G-Search,@niftyな ど)

33 日経 総 合 経 済 フ ァイ ル(NEEDS,日 経 テ レコ ン)

34 毎 日新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス(日 経 テ レコ ン,G-Search,@niftyな ど)

35 読 売 新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス(日 経 テ レコ ン,G-Search,@niftyな ど)

99 その他
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商用データベースの利用媒体の割合

問5.商 用データベースの利用媒体の割合について、2006年 度実績と2007年 度予定を利用金額ベースで(%)ご 記入く

ださい(ネ ットワークから取得後にオフラインで利用するデータベースはオンライン利用とします)。

また、大容量ファイルを一括でダウンロー ドするサービスをご利用の場合は、その全利用料に占める利用割合(%)

もあわせてご記入ください)。

利用媒体 2006年 度実績

オ
ン

ラ

イ
ン

1,パ ソコン向 けサー ビス

インターネット

2.携 帯 電 話 、PDA向 け

3.そ の他(具 体的に)

〔 〕

インターネット

以外

4.公 衆回線

5,専 用回線

6.そ の他(具 体的に)

〔 〕

オ

フ

ラ

イ

ン

7.CD-ROM/DVD
1 1

8.MT

9.そ の他(具 体的に)

〔 〕

合 計 1 0 0

%

%

%

%

%

%

覧

%

%

駕

オンライ ンの うち、ネッ トワー クか ら大容量 ファイル を

括でダウ ンロー ドするサー ビスの全利用料 に占め る利用

合
%

商 用 デ ータ ベ ース の タ イ プ と種 類

よ く利用する商用データベースの分野 とデータタイプ

問6.よ く利用する商用データベースの分野およびそのデータタイプについて、該当する番号に○印をお付けください(○

はそれぞれひとつ以上いくつでも)。

デ ー タタイ プ

分 野

文字

デー タ

(*1)

数 値

デー タ

(*2)

画 像

(*3)

音 楽 ・

音 声

(*4)

映像

(動画)

(*5)

そ の他

(*6)

利用
しない

」 避 　 ぷ ▽ パ ペ'>-＼

ぐ 、 ◇ ・ ポ 、 ㌔ パ 。 ・ パ … 、.ぐ… 芦,← 、》9、い 、 パ..「 :iφ ・:二,

y㍉ こ
〆r

㌔ 」 ξし

....ぷ 蚕 ∴-遅 二識ξ、_

・寸㌧ 撒
,'い ・ 伸

雇

1,新 聞/雑 誌/ニ ュー ス 1 2 3 4 5 6 7

2,人物/機 関情報 1 2 3 4 5 6 7

3,行政/法 律/政 治 1 2 3' 4 5 6 7

4.百科事典/書 誌情報/書 籍案 内 1 2 3 4 5 6 7

5,生 活 関連 情報 1 2 3 4 5 6 7

自
然

科
学

・

技
術

6.特 許 1 2 3 4 5 6 7

7.医学/薬 学/生 命学/生 物 1 2 3 4 5 6 7

8.化 学 1 2 3 4 5 6 7

9.電気/電 子/情 報 1 2 3 4 5 6 7

10.建 設(土 木/建 築) 1 2 3 4 5 6 7

ll.エネルギー/原 子力/資 源/環 境/公 害 1 2 3 4 5 6 7

12.機 械/金 属/素 材 1 2 3 4 5 6 7

13.社 会科 学 ・人 文科 学 1 2 3 4 5 6 7

ビ

ジ

ネ
ス

14.企業財務/企 業情報 1 2 3 4 5 6 7

15.マ クロ経 済/市 場/商 品 1 2 3 4 5 6 7

16.金 融/証 券/為 替 1 2 3 4 5 6 7

17.各 種 産業 情報 1 2 3 4 5 6 7

18.そ の 他

〔 〕
1 2 3 4 5 6 7

倒)元 が文字データで 、表示 上画像な どに変換 されたもの、文書デー タで図表、 グラフなどが一体 とな った ものは ここに含 みます。

(i2)数 表な どタイ トル 、表顕 、表側、注記な どがあるもの、文書中の もので も本文 と一体 化されて いな い数表 はここに含 みます。電話 番号な ど意味

のない記号列 として の数 値情報は文字情 報と します。

{.3}写 真、イラス ト、地 図、天気図な ど画像 をコンテンツ とした もの。 ただ し、HT皿 上の飾 りな ど主た るコ ンテ ンツでな いものは含み ません。

(*4}音 楽な ど音響デー タをコンテ ンツとした ものeた だ し、HT凧 上の効果 音や音声案 内など主たる コンテ ンツでない ものは含みませ ん。

〔t5)動画データそ の もの をコンテ ンツとした もの。ただ し、HTM上 の効果や 案内な ど主たるコ ンテ ンツでない ものは含み ません。

㈹ マルチ メディア、 また はソフ トウェ アをコンテンツと した もの等を含 みます。
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媒体別の商用データベース利用状況

問7.商 用データベースを媒体別にみた場合、どの分野のデータベースをご利用になっていますか。

下記の表3「 商用データベース分野一覧表」を参照して5つ まで番号でご記入ください。その他 骸 当する分野が

ない場合}の ときは具体例もご記入ください。

利用媒体 1位 2位 3位 4位 5位

オ

ン

ラ

イ
ン

インター ネット

1.パ ソコン向け

2.携 帯 電話 、PDA向 け

インター ネット

以外

3.公 衆 回線

4.専 用 回線

オ

フ

ラ

イ
ン

5、cp-ROM/DVD

6.MT

7.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕

表3商 用データベ ース分野一覧表

〔一 般 〕 〔自然 科 学 ・技術 〕

01 オ ー デ ィオ ・ビ ジ ュア ル/ゲ ー ム ・娯 楽 20 医 ・薬学/バ イオ/化 学

02 サ ー ビス ガ イ ド ・案 内 情 報 21 宇宙/地 球/海 洋/水 産

03 辞(事)典/百 科/デ ィ レク トリー 22 エネルギー/資 源/環 境

04 学習教材 23 気象 ・気候

05 書誌/図 書 ・刊行物情報 24 科学技術/特 許

06 人 物 情 報(Who'sWho) 25 コ ン ピ ュー ター/ソ フ トウ ェ ア

07 新聞/雑 誌/ニ ュース 26 建 築 ・建 設

08 政治/行 政 27 数学/農 業 ・農学

09 健康/ス ポーツ 28 材 料 ・素 材

〔ビ ジ ネス 〕 〔人 文 ・社 会 科 学〕

10 金融/証 券/為 替/市 況情報 29 教育/宗 教

11 規格 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

12 企業 ・財務情報 31 言 語 ・用語

13 経済/ビ ジネス 32 社会科学 ・心理学

14 商品 ・製品情報 33 図書館 ・情報科学

15 パ ー ツ カ タ ロ グ 34 地理

16 地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド

17 統 計 ・人 口

18 不動産

19 法 律 ・法規 ・判 例/税 ・税 務 情 報 99そ の他

デ ー タ ベー ス の利 用者

オフィスでのデータベース利用

問8.オ フィスでは主にどのようにデータベースを利用していますか。該当する番号に○印をお付けください(○ はいく

つでも)。

1 情報を必要 としている人が 自分で検索する

2 同じ部門内の担当者に依頼する

3 データベース検索担当部門に依頼する

4 専門的な検索は社内の検索担当部門のサーチャーに依頼 し、簡単な検索は自分で行 う

5 以上の組み合わせで、どれが主 とはいえない

6 外部の代行検索業者に依頼する

7 その他(具 体的に)〔 〕
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利 用 料金 お よ び課 金体 系 につ いて

商用データベースの情報利用料金について

問9.商 用データベースの情報利用料金(通 信料金を除く)に ついて、全体的にどのように感じていますか。国産、海外
製の別にそれぞれ該当する番号⊥⊇に○印をお付けください。

情報利用料金の課金体系 について

問10.情 報利用料金の課金体系についておたずね します。

(1)現 状の課金体系は次のどれですか。該当する番号に○印をお付けください(○ はいくつでも)。

情報利用料金の課金体系 定額制 従量制
固定料金
+従 量制

最低
料金制

大 口利用者

割引
その他

現 状 1 2 3 4 5 6

(2)貴 社にとって望ましい課金体系は次のどれですか。該当する番号に上 ⊇○印をお付けください。

情報利用料金の課金体系 定額制 従量制
固定料金
+従 量制

最低
料金制

大口利用者

割引
その他

望ましい体系 1 2 3 4 5 6

商用データベースの今後の利用意向 について

今後の商用データベース について

問11.商 用データベースの利用方法について、今後どのような方向に進めたいとお考えですか。該当する番号を3つ ま

エ選択し、○印をお付けください。

1 利用 で きるデー タ ベー ス を増や す(増 や したい)

2 利 用 して いるデ ー タベ ース を見 直 す(見 直 した い)

3 社 内 システ ム(社 内LAN、 社 内 ポー タルな ど)に 組 み込 み 、利 用者 が必 要 に応 じて 使 える よ うにす る(し た い)

4 利 用 の高度 化 を図 る(図 りた い)

5 イ ンターネ ッ トの 無料 コンテ ンツや 、 よ り低 料金 のサ ー ビス を探 して 経 費削 減 を図 る(図 りた い)

6 イ ンターネ ッ ト対応 の サー ビス に順 次切 り替 えて いく(い きた い)

7 使 用方 法 を工夫 して 、経 費節 減 を 図る(図 りた い)

8 定 額制 のデ ータ ベー ス を利 用す る(し た い)

9 現状程度(現 状程度としたい)

10 その他(具 体的に)〔
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問12.貴 社では今後、どのような目的で商用データベースを利用することが多いと思いますか。(○ はいくつでも)

1 業界動向など日々の営業活動に必要な情報を収集するため

2 経済環境や消費者動向に関する情報を収集するため

3 企画書やプレゼンテーション資料作成上の基礎資料を収集するため

4 新製品情報やIT(情報技術)の最新情報を自社のビジネスの参考にするため

5 国内外の技術提携、共同開発、共同研究などの情報を定期的に収集するため

6競 合企業や関連業界の情報を確認し、自社と比較分析するため

7 新しい言葉や用語を調べるため

8 取引先企業・競合企業の事業動向(合併・持ち株会社設立・事業撤退など)の背景や 目的を調べるため

9 取引先企業や競合企業の人事・機構改革をキャッチするため

10 今度会う顧客のプロフィールを調べるため

ll 他社の財務内容を参考にするため

12 信用調査を行うため

13 営業のためのアプローチ先リストを作成するため

14 その他(具体的に:)

問12一附田1.問12で お答えいただいたビジネス情報を調べるために、以下のどの情報源を利用することが多いと思いま

すか。(○はいくつでも)

1 新聞・雑誌記事専門の有料ビジネス情報サイト
2 企業関連情報専門の有料ビジネス情報サイト
3 総合系(新聞・雑誌記事/企 業関連情報)の無料情報サイト
4 有料ビジネス情報サイト
5 無料の検索サイト
6 そ の企 業 のホー ムペ ージ

7 そ の企 業 ・製 品のパ ンフレット

8 新聞記事・縮刷版の実物
9 雑 誌 記 事(の 実 物 ・バ ックナ ンバ ー)

10 業 界 紙 ・業 界誌(の 実 物 ・バ ックナ ンバ ー)

11 書籍(専門書を含む)
12 ダイレクトリー ・年 鑑 など

13 官 公 庁の ホームペ ージ ・刊行 物

14 セミナ ー ・講 演 会な ど

15 専 門 家(コ ンサル タント、弁 護 士 、会 計 士など)

16 メール マガ ジン

17携 帯電話で利用できるビジネス情報サイト
18携 帯電 話 で利 用 できるビジネス情 報 のメール サ ー ビス

19そ の他(具体的に:)

今後利用 したい商用データベース(分 野/地 域別)

問13.今 後利用 したい商用データベースとサービスについてご回答ください。

(1)今 後利用したい商用データベースはどのようなものか、分野と対象とするデータの収録地域について該当する番号

に○印をお付けください(○ はいくつでも)。

また、欧米諸国、アジア諸国とご回答された方で、特に希望する国名があれば、ご記入ください。

分野 日本
欧米

諸国

アジア

諸国
特に希望する国名

脚 』ユ 綱!難 冷 己 搭1ぺ ∴ ぷ1㌦∵蕊 ぐ㌫薫
パ 逗㌫2;パ

☆遼i弓
.… 『 ■'m∨ ■^-叩 ジ>-

よく

わからない

一

4

亘

1.新 聞/雑 誌/ニ ュース 1 2 3

2.人 物/機 関 情報 1 2 3 4

3.行 政/法 律/政 治 1 2 3 4

4,百科事典/書 誌情報/書 籍案内 1 2 3 4

5.生 活関 連情 報 1 2 3 4

自
然

科
学

・

技
術

6.特 許 1 2 3 4

7.医学/薬 学/生 命学/生 物 1 2 3 4

8.化 学 1 2 3 4

9.電気/電 子/情 報 1 2 3 4

10.建 設(土 木/建 築) 1 2 3 4

11,エネルギー/原 子力/資 源/環 境/公 害 1 2 3 4

12.機 械/金 属/素 材 1 2 3 4

13.社 会科 学 ・人文科 学 1 2 3 4

ビ
ジ

ネ
ス

14.企 業 財務/企 業 情報 1 2 3 4

15.マ ク ロ経 済/市 場/商 品 1 2 3 4

16,金 融/証 券/為 替 1 2 3 4

17.各 種産 業 情報 1 2 3 4

18.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕
1 2 3 4
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(2)画 用データベースに望むサービス

どんなサービスがあったらよいと思いますか。利用目的や利用方法など具体的にお書きください。

無料データベース について

※2.でr2.一 一 ベー ス1し い こ の は こ 「4.の 一一 ペ ース は1し て い

な い と こ回 の方 は 、問19に お進 み くだ さい。

無 料 デ ー タ ベ ー ス の 利 用 頻 度(分 野 別)

問14.無 料 で提 供 され て い るデ ー タ ベ ース サ ー ビスの 分 野別 の 利 用及 び利 用 頻 度 につ い て 、該 当す る番 号 に○ 印 を お付

け くだ さい(分 野 ご とに○ は1つ だ け)。

分野

利用頻度(分野ごとに○は1つ)

ほぼ毎 日
比較的
よく使う

ときどき
使う

使わない

蓮鴎 麟 嚇 懸1轍 藁驚 緻
ゲ㌃◎ ○

還 ㍗
,'㍉ 、1τ

、 ぱ1・ ・べ

vf

ξ諮鍔灘
1'・ ジ ・㌦ 心'ミ 戸 く"1イ く

㌍ 液 ・蹴

疋

1.新 聞/雑 誌/ニ ュース 1 2 3 4

2.人物/機 関情報 1 2 3 4

3.行政/法 律/政 治 1 2 3 4

4.百科事典/書 誌情報/書 籍案内 1 2 3 4

生
活
関
連
情
報

5.ショッピング・商品 紹介 1 2 3 4

6.店 舗 ・施 設 紹介 、所 在 地 、電 話 番 号 1 2 3 4

7.地 図 ・交 通 ・旅 行 ・天 気 1 2 3 4

8.映 画 ・音 楽 ・スポー ツ・そ の他 娯 楽 1 2 3 4

9.就職/住 宅/資 産 運 用 1 2 3 4

10.ウエ ブ検 索 、ウェブデ ィレクトリー などURL 1 2 3 4

自
然
科
学

・

技
術

11.特 許 1 2 3 4

12.医学/薬 学/生 命学/生 物 1 2 3 4

13.化 学 1 2 3 4

14電 気/電 子/情 報 1 2 3 4

15.建設(土 木/建 築) 1 2 3 4

16.エネルギー/原 子力/資 源/環 境/公 害 1 2 3 4

17機 械/金 属/素 材 1 2 3 4

18.社 会科 学 ・人 文科 学 1 2 3 4

ビ
ジ

ネ
ス

19.企業財務/企 業情報 1 2 3 4

20.マ クロ経済/市 場/商 品 1 2 3 4

21.金 融/証 券/為 替 1 2 3 4

22.各 種 産業 情報 1 2 3 4

23.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕
1 2 3 4
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商 用および無料データベースにつ いて

商用及び無料データベースの情報内容 に対する感想

問15.商 用(国 産 ・海外製)及 び無料データベースに収録されている情報の内容に対する感想についておたずね します。

それぞれのデータベースで該当する欄の番号を3つ まで選択し、○印をお付けください。
・

商用/無 料 商 用 デ ータベ ー ス
無 料

デ ータベ ー ス
国産

デー タベ ース

海 外製

デー タベ ース

↓ ↓ ↓
1.特 に不 満 はない 1 1 1

2.情 報 に不 正確 なことがある 2 2 2

3.情報の更新頻度が少ない 3 3 3

4.元 情 報 の発表 か らデ ー タベ ースの更 新 まで 時間 がかか りす ぎる 4 4 4

5.情 報 の遡 及期 間 が短 い 5 5 5

6情 報の件数が少ない 6 6 6

7.出 力 項 目のパ ター ンが不 満 7 7 7

8.フル テキスト(全文)で 収録 され ていない 8 8 8

9.求めている情報の存在が不明確 9 9 9

10.ヒット件 数 が少 ない 10 10 10

11.利 用 した い情 報がな い 11 11 11

12.その他(具 体的 に)

〔 〕
12 12 12

商用及び無料データベースの機能 ・操作性

問16.商 用及び無料データベースサービスのコマンド(入 力)機 能 ・操作性に関する問題点についておたずねします。

商用、無料、各々に該当すると思われる番号を下記の回答欄にそれぞれ3つ までご記入ください。

1 特 に問題 点はな い 13 キー ワー ドが不 足 している

2 コマ ン ドが不統一な ので使 いに くい 14 自然語(フ リーターム)を 検 索言語 として使 いたい

3 統一 シソー ラス(類 語辞書)が 欲 しい 15 検索速度が遅 い(検 索 している時間がかか りす ぎる)

4 接続手順がわず らわ しい 16 ダ ウンロー ドが できない

5
通信速度 が遅 い(結 果の表 示,画 面の切換 えな ど操作全般

に時間がかかる)
17

特定キー ワー ドの フ ァイル別、 も しくはデ ータベ ース別の

出現頻度が参照で きる機能(t3)が 欲 しい

6 Gateway(‡1)機 能 が 欲 し い 18 あ らか じめ出力 内容 の見 当がつけ られる機能が欲 しい

7・
一次情報の入手が困難

19 ウェブでの検索 システ ムが ない

8 全文検索の機能がない 20 検 索結果のメール配信がで きな い

9 HTML形 式での出力が できな い 21 図面や商標の表示ができない

10 概念検索(‡2)が できない 22 PDFフ ァイル化されて いな い

11 複数 フ ァイルの横 断検索 ができない
23

12 アブス トラク ト(抄 録)が 表 示で きな い

そ の他(具 体 的に)

〔 〕

回答欄. 商用データベース に該当するもの 無料データベースに該当する もの

(3つ まで)
;;;;
1:ll

llll

(‡1)こ こで は 、 例 え ば、 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム 同士 が ネ ッ トワー クで 接 続 され 、 一方 の シス テ ム と契 約 す れ ば 、 他 の

シス テ ム の デー タベ ー ス も利 用 で き る よ うな 機 能 を指 します 。

(*2)検 索 した い 内容 を文 章 と して 入 力す る と 、そ の 文 章 に 近 い 内容 の 情 報 を探 す 機 能 を指 し ます 。

(*3)DIALOGのDIALINDEXの よ うな ク ロス フ ァイ ル イ ンデ ック ス を 指 します 。
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今後拡大す ると考 える情報取得の媒体、手段、サー ビス

問17.オ フィスにおいて情報取得の媒体、手段、サービスとして以下の中から今後拡大するとお考えの番号を5つ まで

選択し、○印をお付けください。

1 携帯電話向け情報サービス

2 公衆無線LAN

3 超 高 速イ ンターネ ッ ト衛 星(‡1)

4 ポ一 夕ル サイ ト ・検 索エ ンジ ン

5 イ ンタ ーネ ッ ト広 告

6 プ ログ(Weblog)(‡2)

7 メー ル マガ ジ ン

8 e－ ラ ー ニ ン グ

9 ニ ュー スサ イ ト

10 シ ョッ ピング(eコ マ ース)

11 個 別企 業 ・団体 の ホー ム ペー ジ

12 電子政府サイト

13 GIS

14 比較サイ ト

15 SNS(‡3)

16 仮想空間ビジネス(セ カンドライフなど)

17 オ ン ライ ン系の放 送(ブ ロー ドバ ン ド放送 な ど)

18 デジタルな電波の放送(BS放 送 ・地デジなど)

19

そ の他(具 体 的 に)

〔 〕

(★1)宇 宙 開発 事 業 団 に よ り進 め られ て い るイ ンタ ー ネ ッ トのデ ー タ をや り取 りで き る衛 星 。

(t2)日 記 的 な ウ ェブサ イ ト。最 近 は 、 ニ ュ ー ス記 事 や ウ ェ ブサ イ トへ の リン クを 張 り、評 論 を書 き加 えた 記 事 が時 系列 に配 置 され

て い るサ イ トを指 す こ とが 多 い。 「blog」 と省 略 して 呼 ばれ る。

(★3)ソ ー シ ャル ・ネ ッ トワーキ ン グ ・サ ー ビス(SocialNetworkingService,SNS)。 登 録 者 同士 が 、 趣 味や 仕 事 や出 身 等 の共 通 属

性 で ネ ッ トワー クを構 築 で 出来 る、 会 員 制 のサ ー ビ スの こと(例miXiな ど)。

問18.今 後、オフィスにおける情報取得の手段として、商用データベース及び無料データベースの利用は、どのように

なるとお考えですか(○ はひとつだけ)。

(1)商 用 デ ータ ベー ス(○ は いず れ か1つ)

(2)無 料デ ータ ベ ース(○ は い ずれ か1つ)

大幅に増える やや増える 変わらない やや減る 大幅に減る

1 2 3 4 5
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社内データベース について

所有/検 討 中のデータベ ース について

間19.貴 社でお持ち、あるいは検討中の社内データベースについて、該当する業務内容を選び、業務内容と、現在(構

築 ・購入している)・将来(あ らたに構築 ・購入する、あるいは検討する)の 別に○印をお付けください(そ れぞ

れ1つ ずつ)。

また、各々のデータベースを主に利用 している部門はどこでしょうか。右欄にある利用部門の番号で、」ユ ご記

入ください。

、'

各 々のデー タベース 現在 将来 利用部門 利用 していない
・予定 していない

(例)14.電 子 申請DB → 1 ◎ 1 3 0 社内全般
1.顧 客管理DB → 1 2 3 1 企画部門
2.販 売(営 業)管 理DB → 1 2 3 2 調査部門
3.物 流管理DB → 1 2 3 3 研究部門
4.在 庫 管理DB → 1 2 3 4 特許部門
5.生 産 ・資材管理DB → 1 2 3 5 システム開発部 門

6.マ ーケティング情 報DB → 1 2 3 6 生産部門
7.新 聞/雑 誌記 事DB(索 引) → 1 2 3 7 環境部門
8.製 品情報DB → 1 2 3 8 営業部門
9.人 事管理DB → 1 2 3 9 総務部門
10.経 理 ・財務管理DB → 1 2 3 10 法務部門
11.特 許情報DB → 1 2 3 11 経理 ・財産部門

12.技 術情報DB → 1 2 3 12 その他の部門

13.図 書 ・資料情 報DB → 1 2 3 ＼

1つ 選 択14.電 子 申請DB → 1 2 3

15.総 合文書 管理DB → 1 2 3

16.電 子入札DB → 1 2 3

17.電 子納 品DB → 1 2 3

18.社 内掲示板 等DB →' 1 2 3

19.取 引先情 報DB → 1 2 3

20.そ の他(具 体 的に)→

[
1 2 3

〕
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社 内デ ータベースの構築体制/運 用体制

間20.貴 社の社内データベースに関する{1)構築体制および ② 運用体制について、お伺いします。

川 貴社の社内データベースについての握塞麹 は以下のいずれかですか?

ユ.各 部単位 で構築

SQ.ど の ようにして構 築 しています か?

1 経理1
2 監査
3 情報システム1
4 研究・開発1

5 生産

6 物流1
7 法務部1
8 経営企画部

9 総務部
10 営業 ・販 売

ll マーケティング1

12 顧客管理1
13 人事部1
14 アフターサービス・保守1

15 その他1

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

全

て

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

一
部

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

全

て

社

内

で

構

築

SQ.ど この部 門が構築 していますか?

;罐馨1
3情 報システム1

4究'開 発1
5生 産

6物 流

7法 務部

8経 営企画部

9総 務部1
10営 業 ・販 売

ll_ケ テ,ング1

12客 管理1

13人 事 部

14ア フター サービス・保 守

15そ の他

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

全

て

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

一
部

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

全

て
社

内

で

構

築

ググ
C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

C

b

b

b

b

b

b

b

b

b

b

b

b

b

b

b

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

② 貴社の社内データベースについての運星陸墨は以下のいずれですか?

SQ.ど のようにして運用 していますか?

経 理

システム

研 究 ・開発

法務 部

経 営企画 部

営 業 ・販 売

マー ケティング

顧 客 管理

人 事 部

アフターサー ビス・保 守

そ の他

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

全

て

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

一
部

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

全

て

社

内

で

運

用

SQ.ど この部 門が運 用しています か?

'1経理1
2監 査1
3情 報システム1
4研 究 ・開発

5生 産1
6物 流1
7法 務部

8経 営企 画部

9総 務 部

10営 業 ・販売

llマ ーケティング

12客 管理

13人 事部

14ア フターサー ビス・保 守1

15そ の他1

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

全

て

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

一
部

ア

ウ

ト

ソ
ー

シ

ン

全

て

社

内

で

運

用
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社 内データベースの利用範 囲

問21.貴 社の社内データベースの利用者の範囲をおたずね します。それぞれについて該当する欄の番号に○印をお付け

ください。(○はいくつでも)

はい
、

いい え

ア)自社内のみで利用

担当者のみが利用 1 2

自部署で共有・関連部署で共有 1 2

全社ポータルに組み込んで利用 1 2

イ)社外も含め利用

自社及び関連会社で利用 1 2

自社及び関連会社、協力会社を含め利用 1 2

自社及び関連会社、協力会社以外も利用可能 1 2

その他

〔 〕
1 2

社 内データベースの現状課題 と今後の方針 について

問22.社 内データベースを構築 ・運営する上での現状の課題、ならびに今後目指している方向性等をご記入ください。(○

はいくつでも)

(1)社 内データベースの構築 ・運用の現状課題に関して

1 構 築 ・運 用 にコストがか かる(予 算)

2 構 築 やメンテナンスのスケジュール が厳 しい(時 間)

3 スタッフが確保できない(人)

4
ハ ー ド・ソフト・ネ ットワークのスペ ックが非 力

(処理 スピード、記 憶 容 量 不 足 、求 める機 能 がない、回線 容量 不 足 など)

5 セキュリティに不 安 がある

6 叫 一 ・ 〕

上記で答えた 「現状課題」に対する対応についてお書きください。

② 社内データベースの構築 ・運営の今後の方向性に関して

ア)既 存システムの有効活用

1 既存の社内データベースを統合したい

2 既 存 のデ ータベ ー スをGISな ど他 のシステムと連 携させ 、付 加 価値 を高め たい

3 既 存 のデ ータベ ー スのデ ー タを高度 に分 析 し、有 用な情 報 を得 たい

イ)作 りたいシステムのイメージ

1 モ バイル環 境 で利 用 できるデ ー タベ ースシステムを構 築 したい

2 個 人 情報 の流 出が危 惧 され るので 、セキュリティをしっか りしたい

3 その他(上記以下のシステムを下の枠内にお書き下さい)
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{3)データベースソフトについてお伺いします。

社内で利用しているソフトは何をお使いですか

{4)利用者に対する教育についてお伺いします。

研修、勉強会など具体的にどのようなことをされていますか

(5)社内へのPR

社内のシステムについて、どのような形で広めていますか

{6}企業経営への貢献の事例

社内データベースを構築したことで、企業にとってメリッ トがあったことについて、具体的な事例があれば、ご記入く

ださい

一92一



内部統制、個人情報保護等の影響について

問23.日 本版SOX法 の施行は、貴社がデータベースを利用する点でどのような影響がありましたか(○ はひとつだけ)。

川 貴社の ビジネスにとっては

プラスの影響が大きい ややプラスの影響が大きい 変 わらない ややマイナスの影響が大きい マイナスの影 響 が大 きい

1 2 3 4 5

{2)貴 社 の シス テ ム にと って は

プラスの影響が大きい ややプラスの影響が大きい 変わ らない ややマイナスの影響が大きい マイナスの影響が大きい

1 2 3 4 5

間24.商 用 デ ー タ ベ ース を2次 利用 す る 際 、 どの よ うに対 応 して います か 。(○ は い くつ で も)

1 事前に利用申請書を受け付けている

2 適正な利用料金を徴収している

3 引用を入れるように要請している

4 2次利用は認めていない

5 特に何も制限は設けていない

6 その他 〔具体的に、 〕

問25.個 人情報保護法への対応として、どのような対応をしていますか。(○ はいくつでも)

川 情報保護(管 理)に 対する取 り組み状況として該当する欄の番号に○を付けてください。(○ はいくつでも)

また、1.2.3を お選びの場合、その具体的な取り組みについて{2)をお答えください。
(西暦)

1 プ ライバ シ ー マー クを取 得 している。

2
BS7799を 取得している、あるいは取得を検討 している

(※英 国規 格協会 が定める情報管理認証 規格)

●

●

レ3
ISMSを 取得している、あるいは取得を検討している

(※経済産 業省 が定める情報管理認 証規格)

4
特に認証規格取得等への取り組みは無いが、

独 自に専門の部 署を設置し、対応 している

5 現在、取り組 みは行っていないが、今後検討する予定である

6 現在、社 としての取り組みはなく、検討予定もない

7 その他()

取得年1

取得年:

取得年:

年

年

年

{2)顧客情報流出に関する具体的な取り組み内容について該当する欄の番号に○を付けてください。(○はいくつでも)

1 情報が格納されているデータベースへのアクセス制限を設けている

2 全てのデータベースへの常時アクセス権を廃止している

3 デ ータベ ースへのアクセスに関 してユーザ、日時 、アクションを記録 し、保存 している

4 データベースの運用部門の権限保有者を限定配置している

5 高 セキュリティルームを設 置 している

6 ノートPC等のモバイル機器の外部使用を制限している

7 社 内での外 部記 憶装 置(フ ロッピー 、MO、CD-R、USB-DISK等)の 使 用を禁 止している

8 社外向け送信メールを全て保存し、監督責任者が常時閲覧できる体制を整備している

9 データベースの運用部門におけるインターネット利用を禁止している

10 その他()
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問26.今 後 どのよ うな商用データ ベースサー ビスができれば良い とお考えですか。 自由にご記入 ください。

以上でアンケー トは終了です。ご協力ありがとうございま した。なお、ご記入いただきま した調査票

は、同封 してお ります封筒 にお入れいただき(切 手不要)、2008年1月21日(月)ま でにご返送いただ

けますようお願いいた します。
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ベンダー編 2008年 版 「電子情報サービス」 資料

企 業 を 対象 と した 電 子情 報 サ ー ビス利 用 の 実態 調 査
2008年1月 財団法人 日本情報処理開発協会

データベース振興センター

本調査は財 団法人 日本情報処理開発協会データベース振興セ ンターが、株式会社 日経 リサーチに委託 して

実施 している ものです。

◆ 当センターでは、データベース を 「電子媒体及び これ らに変わる手段で検索可能 に した情報 の集合体」と

位置 づけ、電子的な媒体 を通 じて第三者 に情報 を提供 している全ての事業(社 内利用のデータベース及び
自社 の情報(商 品、サー ビス、lRな ど)の みを提供するデータベースを除く)の 状況 をお尋ね しています。

◆本調査にお きま しては、完全 に機密を厳守 し、個別データは絶対 に公表いた しません(た だ し自由回答に
ついて は、回答者が特定できな いよ うに整形 した上で、報告書 に掲載することが あ ります)。 集計結果及 び

分析結果 については、研究報告書 としてまとめる と共 に、年刊書 「電子情報サー ビス(デ ータベース 白書

改題)」 に掲載いた します。
◆ ご回答 を賜 りま した方へは、後 日、本調査の分析結果の電子 ファイルを ご送付 申 し上げます(2008年5月

頃)。

また、ご協力社と して、「電子情報サー ビス」に貴社名(ま たは団体名)を 掲載 させて いただ く予定でお り

ます。
なお貴社名の掲載 をご希望でな い場合 は以下にチ ェックをお付 けください。

口 「電子情報サー ビス」への掲載を希望 しな い。

◆ 「ご回答者氏名」等の個人情報をご記入いただ くのは、 ご回答 いただきま した内容について不明な場合 、

電話等で簡単に確認 させていただ くためです。その他の 目的 には一切使用 いた しませんので、 ご了承 くだ
さい。

◆ご回答 いただきま した調査票 は2008年1月21日(月)ま で にご返送 いただけますようお願いいた し

ます。

【本調査 に関す るお問い合わせ先 】

株式会社 日経 リサーチ 社会経済調査グルー プ 電話:03-5296-5128FAX:03-5296-5107

平 日10:00～17:00(電 子 情報サー ビス利用の実態調査 担当 森 、坂井)

も㌘
　

日経リサーチは'99年8月 に

財団法人日本情報処理開発
協会より、個人情報を適切に

取り扱っている企業に付与

されるプライバシーマークの

付与齪 を受けています。

一 日本経済新聞グループの総合調査会社一

株式会社日経 リサーチ
〒101DO48東 京都 千 代 田 区 神 田 司町2-2-7

パークサイド1ピ ル 社 会経 済 鯛 査 グ ルー プ

TELO3-5296-5128担 当:森 、坂 井

FAXO3-5296-5107調 査NoO7-523℃074

★ご回答いただくにあたって、貴社及びご回答者についてご記入をお願い致します。

貴社名

(または団体名)

円

円

人

所在地 〒

ご回答者役職名
ご芳名

ご回答書連絡先電話番号 内線
e－団ail:

資本 金(非 営 利法 人にお いては 、基 金、 出資金等) 兆 千億 百僚 十徳 億 千万 百万

最近1年 の年商(売 上高)

⊂籍灘 鷲:鑑 騨 肇ま翻

+兆i兆

…

千億 白億 十徳 億 千万 百万

従業員数 〔 学校の場合は常勤教員数、官庁の場合は関係庁部署而

定員数をご記入下さい。 〕

十万 万 千 百 十 一

※ 上 記 の うち 、 資本 金 、 年 商 、従 業 員 数 に つ き ま して は、2006年4月1日 以降 、最 も直 近 に終 了 した事 業 年 度 で ご回答

くだ さ い。
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国
国1.

貴社の主力業種

貴社の主撒 グルー7e.下 職 から」2選択・て番号でご回答くださ・・一 一[=コ

番号 業種グループ 含 ま れ る 業 種

Ol 建設業 建設業
02 石油 ・化学工業 医薬品製造業,石 油業,化 学工業
03 鉄鋼 ・非鉄 ・金属製品製造業 鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業
04 機械器具製造業 電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

05 その他製造業
食 品 工 業,繊 維 ・紙 ・パ ル プ 業,ガ ラ ス ・土 石 製 品,印 刷 業,そ の 他

製 造 業

06 商業 卸業,小 売業
07 金融 ・保険業 金 融 業.証 券 業.保 険 業

08 情報処理業 情 報 処 理 サ ー ビ ス ・ソ フ トウ ェ ア 業

09 情報提供業 情報提供業
10 新聞 ・出版業 新聞業,出 版業
ll 放送 ・通信業 放送業,通 信業

12 不動産業 不動産業

13 運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス 運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス

14 その他サー ビス業
飲 食 業,宿 泊 業,対 事 業 所 サ ー ビ ス,シ ン ク タ ン ク,広 告,そ の 他

サ ー ビ ス 業

15 公共サービス
学校そ の他教育機 関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,組 合 ・
諸団体,政 府 ・地方公共団体

16 その他 農 ・林 ・水 産 業,鉱 業,そ の 他

サービス形態

問2.貴 社のサービス形態について、該当する項目の番号に○印をお付けください(○ はいくつでも)。

1
プロデューサー(デ ータベースの作成機関。第三者に提供することを目的に情報を収集蓄積 し、データベー
スを構築している事業者)

2
ディス トリビューター(プ ロデューサーか ら委託されたデータベースを自らのシステムを通じて第三者に提

供 している事業者)

3
インターネッ トプロバイダー(イ ンターネ ット接続提供業者。顧客のコンピューターをインターネットに接
続する業務を行 う事業者)

4 シ ョ ッ ピ ン グ サ イ ト ・オー ク シ ョ ン サ イ ト

5 検索 ・ポ一夕ルサイ ト(検 索エンジンや リンク集を核としてウェブ上のア ドレス情報を提供する事業者)

6 その他インターネットによる情報提供(自 社情報の開示、自社商品 ・サービスの広告、解説などを除く)

7 代行検索業(顧 客の要請に応じ、データベースの選択、ファイルの選択、検索式の作成、検索の実行、検索
結果の評価な どの業務を代行、および検索 コンサルティングな どを行う事業者)

8 代理店(デ ータの権利者ない しプロデューサーの著作権事務を代理する者、又はディス トリビューターの営
業事務を代理する事業者)

9 情報提供サービスは行っていない一一一 ※9.と お答えの場合は、問15へ お進み下さい。
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課金と収入

問3.貴 社の情報提供では情報提供の対価を利用者から徴収していますか?徴 収方法などについてお尋ねします。該当す

る欄に○印をお付けください。また、rその他」を選択された場合は具体的な内容をご記入ください。

川 貴社の提供サービスとして、該当する項目の番号に○印をお付けください(○ はいくつでも)。

回答欄

利用者

1 契約 ・登録などで特定した利用者

2 不特定の利用者

3 ディス トリビュータに提供 している

4
その他(具 体的に)

〔 〕

経費の財源

1 電子媒体の情報料収入

2 電子媒体の広告料

3
プロバイダー料金など他の電子媒体事業の収入
(具体的に)〔 〕

4
電子媒体以外の収入(具 体的に)

〔 〕

5 収入はな い(公 共機関 ・ボ ランティアなど)

{2)貴社で有償情報(‡1)の提供サービスを行っている場合に、該当する項 目の番号に○印をお付けください(○ はいく

つでも)。※ 償 の提供サービスを行っていない方は、問10に お進みください。

回答欄

課金方法

1 定額制
2 従量制
3 固定料金+従 量制
4 最低料金制
5 大口利用者割引

6
『の他(具体的に)〕

請求方法

1 請求書(口 座振替を含む)
2 クレジッ トカー ドなど

3
その他の電子的決済方法(具 体的に)

〔 〕

4 商品(CD-ROMDVDな ど)の 購入代の形式

5
その他(具 体的に)

〔 〕

(il)有 償情報とは、利用者 に対 して貴社料金

体 系の中で情報利 用料 が どの部分 か を

説明 している場合と します。

例えば、イ ンターネッ トプロバイダーサ
ー ビスでユーザー のみが利 用で きる情

報を提供して いたと して も、一括請求料

金で本体価 格 と情報利 用料が 区別 され

ていない場合は無償情報と します。

なお、同じ条件でも、オプション料金 を

支払 った利 用者だけが利用で きる コン

テ ンツが あればオプシ ョン部 分は有償

情報 として ください。

デ ータベースサ ー ビスの売上 高(2006年 度)

問4.貴 社の総売上高(年 商)の うち、データベースサービスの占める割合は、おおよそ何%で しょうか。回答欄に比率

(%、 小数 点 以 下2桁 ま で)で ご記 入 くだ さい。

ii口%
問5.2006年 度 の 貴社 にお け るデ ー タ ベ ース サ ー ビス 売 上 高の 前 年比 伸 び率 は お お よ そ どの く らい で した か。マイ ナ ス の

場 合 に は数 字の 前 にマイ ナ ス 記号(一)を 付 して くだ さ い。

例)1割 増 の場 合 には 、 「10」%と し、1割 減 の場 合 に は 「-10」%と 記 入 して くだ さ い。

%
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問6.貴 社のデータベースサービスの売上高のうち、国産データベースと海外製データベースの構成比について、回答欄

に比率(%)で ご記入ください。

回答欄

1.国 産 デ ー タベ ー ス

i;
ll %

2.海 外 製 デ ー タベ ー ス
:1
■ ■ %

合計 11。1。 %

問7.提 供媒体別のおおよその売上高比率をご回答ください。

サービスを提供していない場合はrO」 を、提供している割合がわからない場合には 「一」をご記入ください(オ フ

ライン利用のデータベースでもオンラインで配信(ダ ウンロード)す る場合はオンライン利用とします)。 また、

データベースの更新データやPDFフ ァイルなど大容量ファイルを一括して提供するサービスを提供している場合

は、そのデータベース全体の売上高に占める売上比率もあわせてご記入ください。

さらに、今後拡大、縮小が見込まれる媒体に○を付けてください(○ はいくつでも)。

提供媒体(2006年 度実績) 国 産 デ ー タベ ー ス

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

海外製

データベース

%

%

%

%

%

一

'

s

オ
ン

ラ
イ
ン

インター

ネ ット

Lパ ソコン 向 け

2携 帯電話 、PDA向 け

3.そ の 他(具 体 的 に)

〔 〕

イン ター

ネ ット以 外

4.公 衆 回 線

5.専 用 回 線

6.そ の 他(具 体 的 に)

〔 〕
%

96

%

%

%

→

オ
フ

ラ
イ
ン

7.CD-ROM/DVD

8.MT

9.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕

合 計 1 0 0 1 0 0

ll

ll
ll

ll

ll
ll

オ ンラインのうち、ネ ットワー クか ら大容 量ファイル を一 括 でダ

ウンロー ドす るサー ビスの全 売上 高 に 占める提 供 割 合
% % [コ

間8.貴 社のデータベースサービスの売上高のうち、ディス トリビューター等、データベースの流通事業者を経由した売

上高および第三者提供を前提とした提携相手(顧 客を含む)へ の売上高の占める割合はおよそ何%で しょうか。回

答欄に比率(%)で ご記入ください。

%

問9.今 後3年 間に、貴社におけるデータベースサービスの年間売上高の年平均伸び率は、おおよそどのくらいになると

お考えですか。

また、データベースサービス市場全体の年間売上高の年平均伸び率は、おおよそどのくらいになるとお考えですか。

それぞれ該当する番号に○印を1つ お付けください。

増える

(20%以 上)

やや増える

(20%未 満)
横ばい

やや減る

(20%未 満)

減る

(20%以 上)

3年間の年平均
売上高伸び率

貴社 1 2 3 4 5

市場全体 1 2 3 4 5
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情報概要と比率

問10.貴 社ではどのような分野の情報を提供されていますか。有償、無償別(当 該情報の利用に対して課金しているか

否か)及 び、そのおおよその構成比(%、 売上高、利用者数など)を お答えください。また有償、無償を問わず、

今後拡大、縮小が見込まれる分野に○を付けてください(○ はいくつでも)。

有償で提供 無償で提供 構成比 今後拡大 今後縮小

豆

L新 聞/雑 誌/ニ ュー ス 1 2

%

1 2

2.人 物/機 関 情 報 1 2 1 2

3.行 政/法 律/政 治 1 2 1 2

4.百 科 事典/書 誌情報/書 籍案内 1 2 1 2

5.そ の 他 一 般 情 報

〔 〕
1 2 1 2

生
活
関
連

情
報

6.シ ョ ッ ピン グ ・商 品 紹 介 1 2

%

1 2

7.店 舗 ・施 設 紹 介 、 所 在 地 、電 話 番 号 1 2 1 2

8.地 図 ・交 通 ・旅 行 ・天 気 1 2 1 2

9.映 画 ・音 楽 ・ス ポ ー ツ ・そ の 他 娯 楽 1 2 1 2
10.就 職/住 宅/資 産 運 用 1 2 1 2

lLウ エ ブ検 索 、 ウ ェ ブ デ ィ レ ク ト リー な どURL 1 2 1 2
12.そ の他 生 活 関 連 情 報

〔 〕
1 2 1 2

自
然
科
学
・

技
術

13.特 許 1 2

%

1 2

14,医 学/薬 学/生 命 学/生 物 1 2 1 2

15.化 学 1 2 1 2

16.そ の 他 自然 科 学 系 情 報 1 2 1 2

17.電 気/電 子/情 報 1 2 1 2
1&建 設(土 木/建 築) 1 2 1 2

19.エ ネ ル ギ ー/原 子 力/資 源/環 境/公 害 1 2 1 2

20.機 械/金 属/素 材 1 2 1 2
21.そ の他 技 術 関 連 情 報

〔 〕
1 2 1 2

22.社 会 科 学 ・人 文科 学 1 2 % 1 2

ビ

ジ
ネ
ス

23.企 業 財 務/企 業 情 報 1 2

%

1 2

24.マ ク ロ経 済/市 場/商 品 一1 2 1 2
25.金 融/証 券/為 替 1 2 1 2

26、各 種 産 業 情 報 1 2 1 2

27.ビ ジネ ス そ の 他

〔 〕
1 2 1 2

28.そ の 他

〔 〕
1 2

%

1 2

100%

問11.貴 社ではどのようなデータタイプの情報(コ ンテンツ)を 提供されていますか。形式ごとに提供している情報内

容に該当する項目の番号に○印をお付けください(○ はいくつでも)。

提供している情報

文 字 デー タ(*1)

1 テキスト形式ファイル

2 画像化など改変を防ぐ形に変換されたもの

3 XMLな ど共通化書式を含むもの

4

その他(具 体的に)

〔 〕
'

数 値 デ ー タ(*2)

5 表計算、カンマ区切りなど加工分析可能なデータファイル

6 画像化など改変を防ぐ形に変換されたもの

7 XMLな ど共通化書式を含むもの

8

その他(具 体的に)

〔 〕
画 像(*3) 9 BMP・JPGな どの 画 像 ファイル

音 楽 ・音 声(*4)
10 音 声 ファイル の ダウン ロー ド

11 音 声 ファイル のストリー ミング

映 像(動 画)(*5)
12 映 像 ファイル のダ ウンロー ド

13 映 像 フ ァイル のストリー ミング

その他 14 マル チメデ ィア(*6)、ソフトウェア(*7)な ど

C1)元 が文字データで表示上、画像な どに変
換 された もの、文書データで図表、 グラ

フな どが一体 となった ものはここに含み

ます。

(t2)数 表な どタイ トル、表顕、表側、注記な
どがあるもの、文書中の ものでも一体化

されていな い数表はここに含みます。電

話番号 など意味のな い記号列 としての数

値情報 は文字情報と します。

(★3)写 真、イ ラス ト、地図、天気 図な ど画像
をコンテ ンツと した もの。ただし、
HTML上 の飾 りな ど主た るコンテ ンツ

でな いものは含みません。

(t4)音 楽な ど音響データをコンテ ンツと した
もの。ただし、HTML上 の効果音や音声

案内な ど主た るコンテンツでないものは
含みません。

(★5)動 画デー タそのものをコンテンツとした
もの。ただ し、HTML上 の効果や案 内な

ど主たるコンテンツでない ものは含み ま
せん。

(★6)コ ンピューター上で文字 、静止画、動画、

音声な ど、様々な形態の情報 を統合 して
扱うとともに、双方向性(利 用者の操作

に反応 して表示や再生方 法に変化が生 じ

ること)を 持つコンテンツ。

(★7)ソ フ トウエアをコ ンテ ンツとしたもの。
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問12.貴 社ではどのような媒体で情報(コ ンテンツ)を 提供されていますか。該当する項目の番号に○印をお付けくだ

さい(○ はいくつでも)。「その他」を選択された場合は具体的な内容をご記入ください。

コンテンツ分野

一 般 生活関連
情報

自然科
学・技術

社会科学・
人文科学

ビジネス その他

オ
ン

ラ
イ
ン

インター

ネ ット

1.パ ソコン向 け 1 2 3 4 5 6

2携 帯電話、PDA向 け 1 2 3 4 5 6

3.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕
1 2 3 4 5 6

インター
ネット以外

4.公 衆 回線 1 2 3 4 5 6

5.専 用 回 線 1 2 3 4 5 6

6.そ の 他(具 体 的 に)

〔 〕
1 2 3 4 5 6

オ

フ

ラ
イ
ン

7.CD-ROM/DVD 1 2 3 4 5 6

8.MT 1 2 3 4 5 6

9.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕
1 2 3 4 5 6

問13.各 媒体における売上の多い分野を下記の 「分野番号一覧表」を参考にして、上位5つ まで番号でご記入ください。

媒体で 「その他」を選択された場合は、具体的な内容をご記入ください。

1位 2位 3位 4位 5位

オ
ン

ラ
イ
ン

インター

ネ ット

1.パ ソコン向 け

2携 帯電話、PDA向 け
一

3.その他(具 体的に)

〔 〕

インター

ネット以外

4.公衆回線

5専 用回線
6.その他(具 体的に)

〔 〕

オ

フ

ラ

イ
ン

7.CD-ROM/DVD

8.MT

9.その他(具 体的に)

〔 〕

〔一 般 〕 〔自然 科 学 ・技 術 〕

1

2

3

4

5

6

7

8

9000000000

オーディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯楽

サー ビスガイ ド・案内情報

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー

学習教材

書誌/図 書 ・刊行物情報

人物情報(Who'sWho)

新聞/雑 誌/ニ ュース

政治/行 政

健康/ス ポーツ

20

21

22

23

24

25

26

27

28

医 ・薬学/バ イオ/化 学

宇宙/地 球/海 洋/水 産

エネルギー/資 源/環 境

気象 ・気候

科学技術/特 許

コンピューター/ソ フ トウェア

建築 ・建設

数学/農 業 ・農学

材料 ・素材

〔ビ ジ ネ ス〕 〔人文 ・社会科学〕

O

1

2

3

4

5

6

7

8

91111111111

金融/証 券/為 替/市 況情報

規格

企業 ・財務情報

経済/ビ ジネス

商品 ・製品情報

パーツカタログ

地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド

統計 ・人口

不動産

法律 ・法規 ・判例/税 ・税務情報

29

30

31

32

33

34

教育/宗 教

芸術 ・文化/文 学 ・歴史

言語 ・用語

社会科学 ・心理学

図書館 ・情報科学

地理

99そ の 他
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サー ビス負荷

問14.貴 社 の デ ー タ ベ ース構 築 、開発 、管 理 等 の状 況 につ いて お 尋ね いた します 。{1}～(3)ま で の 設 問 に お答 え くだ さ い。

川 データベース構築、維持管理、サービス提供などにかかる経費(人 件費、外注費、管理費などを含み、社内系シ

ステム分は可能な範囲で除いてください)を 下記の業務に区分 し、おおよその構成比をデータベース経費全体を

100%と してご記入ください。さ い 。

構成比

1.シ ステ ム設 計

2.プ ログラム 開 発

3.デ ー タ収 集

4.分 析 ・加 工

5.デ ー タ入 力

6.マ ニュアル 作 成

7.ハ ー ド・ソフトリー ス料 等

8.セ キュリティー

9.そ の他(具 体 的 に)

〔 〕

合計 1 0 0

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

② 貴社のデータベース経費のうち、人件費、外注費は、おおよそどの程度でしょうか。データベース経費全体を100%

として、おおよその比率でご記入ください。(人件費は正社員、アルバイ ト、派遣社員などを含む。外注費はこれ

らを除き、開発、メンテナンス、運用などにかかる外注経費)。

データベース経費のうち外注費比率

データベース経費のうち人件費比率

%

%

(3)貴 社の総売上高(年 商)の うち、データベース経費はどの程度を占めますか。おおよその比率(%、 小数点以下2

桁まで)で お答えください。

総売上高に占めるデータベース経費比率 .口%

期待するメディアなど

問15.情 報提供の媒体、手段、サービスとして以下の中から今後拡大するとお考えの項目の番号に○印をお付けくださ

い(○ は い くつ で も)。

1 携帯電話向け情報サービス

2 公衆無線LAN

3 超高速インターネット衛星(‡1)

4 ポ 一夕ル サイ ト ・検 索エ ンジ ン

5 イ ンタ ーネ ッ ト広 告

6 プ ログ(Weblog)(‡2)

7 RSS(Rich(lmF)SiteSu㎜ary}㈹

8 3Dバ ーチ ャル プ ラ ッ トフ ォー ム(‡4)

9 メール マガ ジ ン

10 デ ジタル 放送 ・ブ ロー ドバ ン ド放 送

11 e－ ラー ニ ン グ

12 ニ ュー スサイ ト

13 シ ョッ ピング ・オー ク シ ョ ンサ イ ト

14 個別 企業 ・団体 のホ ーム ペ ー ジ

15 電子政府サイ ト

16

そ の他(具 体 的 に)

〔 〕

(‡D宇 宙開発事 業団によ り進め られ ているイ ンター ネッ トのデ ータ

をや り取 りできる衛星。

(*2)日 記的なウェブサイ ト。最近は、ニュース記事やウェブサイ トへ

の リンクを張 り、評論 を書 き加えた記事が時系列に配置 されてい

るサイ トをさす ことが多 い。 「blog」と省略 して呼 ばれる。

(‡3)ウェブサイ トの見出 しや要約な どを記 述す る肌 ペースのフォー
マ ッ ト。多数のウェブサ イ トの更新情報 を効率的に把握する こと

ができる。サイ トを指定すれば 自動 的にそのRSS情 報 を取 り込ん

で更新状況 をまとめるソフ トな どが 開発 されている。

(14)「 セカン ドライフ」な どに代表されるような仮想空間サー ビス。
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不安 ・問題点

問16.今 後データベース事業(イ ンターネット関連の事業を含む)を 進めていく上で、不安 ・懸念されることは何ですか。

該当する項目の番号に○印をお付けください(○ はいくつでも)。

1 インターネットが今後どう発展 していくか見通せない

2 変化が速すぎて、サービスの立ち上げタイミングが難 しい

3 参入企業が増え、これまで以上に競争が激化 している

4 ユーザー企業が内部でデータベースを構築 して、外部サービスの利用を減 らす恐れがある

5 ホームページなど、データベースそのものの無料化が進み、有料データベース利用の伸びに影響が出ている

6 公的機関(政 府など)が 、自ら収集したデー タ ・情報を原則無料でサービスするなど、民業圧迫の恐れがある

7 従来の提供チャンネル(オ ンラインサー ビスなど)と の調整が難 しい

8 外部からの不正アクセスやウイルスによる被害などセキュリティー上の不安がある

9 個人情報 ・機密情報など、漏えいの恐れがある

10 認証手続きなどが確立されていない

ll データベースの著作権(知 的財産権)が どう保護されるか心配

12 料金の徴収方法(課 金)が 面倒である

13 プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

14 サービスの充実を図ろうとするが、設備投資やサー ビス要員にかかるコス ト負担が大きい

15 特に不安 ・懸念される問題はな い

16
その他(具 体的に)〔 〕

問17.デ ータベースを構築する上で問題となっている点について、該当する項目の番号に○印をお付けください(○ はい

くつでも)。

1 データの収集、入力などの構築作業にコス トと時間がかかる

2 構築後のメンテナンスコス トが負担になる

3 初期投資が大きく回収困難(ビ ジネスとしての リスク大)

4 標準化の検討が不足
5 データベース管理システムなど効率的ソフ トウェアが不足

6 プログラマーなどのシステム開発担当者が不足

7 イ ンデクサーなどのデータ作成者が不足

8 構築に関 しての国の助成が少ない

9 セキュリティー対策への不安

10 収支が見通せない

ll

その他(具 体的に)

〔 〕

問18.イ ンターネットなどを通じて提供される無料のデータベース(利 用者には課金しない)サ ービスは、貴社のビジネ

スにとって脅威となっていますか(○ はひとつだけ)。

大 変 脅威 に感 じる やや 脅 威 に感 じる どち らとも い えな い あまり脅威 に感 じない 全 く脅 威 に感 じない

1 2 3 4 5一∋
問18鮒 問1.貴 社では、どのような対応策をとっていますか(具 体的にお書きください)。
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内部統制や個人情報保護等の影響について

プラスの影響が大きい ややプラスの影響が大きい 変わらない ややマイナスの影響が大きい マイナスの影響が大きい

1 2 3 4 5

問19.日 本 版SOX法 の 施 行 は 、貴 社 にと って どの よ うな 影 響 が あ りま した か(○ は ひ とつだ け)。

(1)貴社のビジネスにとっては、

(2)貴社のシステムにとっては、

プラスの影響が大きい ややプラスの影響が大きい 変わらない ややマイナスの影響が大きい マイナスの影響が大きい

1 2 3 4 5

問20.ま た、個人情報保護法の施行は、貴社のビジネスにとってどのような影響がありましたか(○ はひとつだけ)。

プラスの影響が大きい ややプラスの影響が大きい 変援 よい ややマイナスの影響が大きい マイナ嬬 響が大きい

1 2 3 4 5

問21.イ ンターネットなどを通 じて提供される無料のデータベース(利 用者には課金しない)サ ービスは、今後どのよう

になっていくとお考えですか(○ はひとつだけ)。

大 幅 に増 えていく や や 増 えていく 変わ らない や や 減 っていく 大幅に減っていく1

1 2 3 4 ・1

問22.貴 社の提供するデータベースの2次 利用についてどのような対応をされていますか(○ はいくつでも)。

1 事前に利用申請書を受け付けている

2 適正な利用料金を徴収している

3 引用を入れるように要請している

4 2次利用は認めていない

5 特に何も制限は設けていない

6 その他 〔具体的 〕

問23、貴社の提供するデータベースを利用者が不正に2次 利用 した場合、どのような対応をされていますか(○ はいくつ

でも)。

1 必ず、事前に承諾書をとるようにしている

2 法的に訴えたことがある

3 使用料を請求した
'

4 利用の差し止め要請をした

5 特に何も制限は設けていない

6

'べ

そ の 他 具体的に=
」

ご協力あ りがとうございま した。なお、 ご記入いただきま した調査票は、同封 して お ります封筒 にお入れ

いただき(切 手不要)、2008年1月21日(月)ま で にご返送 いただ けますよ うお願 いいた します。

一103一





禁 無 断 転 載

平成20年3月 発行

発行所 財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3-5-8

機械振興会館内
TELO3(3432)5434

印刷所 有限会社中央 プ リン ト

東京都中央区 日本橋茅場町2-3-3

ホンカビル
TELO3(3666)2985

19-HOO8



|

〔

」
1

も

.

.

、


